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特 集

第15回出生動向基本調査（その３）

有配偶女性の人的資本，

及び初期キャリアが出生力に及ぼす影響

―女性就業と出生力の関係の再検討―

是 川 夕

Ⅰ．女性就業の進展と少子化

女性就業の進展と少子化の関係については Becker（1960）の新家政経済学（New

HomeEconomics）によるアプローチ以降，主に機会費用を媒介とした競合関係が想定さ
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これまで女性の就業と出生力の関係については，Becker（1960）の新家政経済学によるアプロー

チ以降，主に機会費用を媒介とした競合関係が想定されて来た．日本においてもその例外ではなく，

多くの先行研究がこうした観点から両者の関係を分析して来たといえよう．また，1985年の男女雇

用機会均等法の成立以降，女性のライフコースにおいて就業継続と出産，育児の両立の可能性が具

体的に整備され始めたことから，就業継続と出生力のポジティブな関係の可能性について探る研究

も多く見られるようになった．

しかしながら，こうした研究は方法論的にいくつかの限界を有していたのも事実である．

本研究においては，女性就業と出生力の間の関係を再検討すべく，機会費用仮説の観点から，40-

49歳時点で女性が1人以上の子どもを持っている確率を従属変数とし，学歴，及び結婚決定時の就

業状態を先決変数とする（緩やかな）因果モデルを構築し，ライフコースを通した就業と出生力の

関係を明らかにした．また，女性の就業と出生力の関係についてわが国において最も長期間にわたっ

て調査をして来た「出生動向基本調査」の第11-15回のデータの内，40-49歳の女性に絞って分析対

象とすることで，幅広い出生コーホート間の完結時点における1人以上の子どもを持つ確率の変化

を明らかにした．

BivariateProbitモデルで40-49歳時の安定雇用確率と同年齢時での有子確率を同時に推計した

結果，両者の競合関係は1964-70年出生コーホート，その中でも大学卒業者や初期キャリアが正規

公務員であった女性に限って観察され，それ以外については妥当しないことが示された．この世代

は，男女雇用機会均等法の施行時に労働市場に参入しており，大卒者を中心とする高学歴層や，公

務員女性を中心とした安定的就業層にとって就業（継続）と出産，育児がライフコースにおいて競

合する選択肢として初めて意識されたことが要因と考えられる．



れてきたといえよう．日本においてもその例外ではなく，多くの先行研究がこの関係を前

提にして両者の関係を分析してきた．また1985年の男女雇用機会均等法の成立以降，女性

のライフコースにおける就業継続と出生力の維持との両立の可能性について探る研究も多

く見られるようになった．

またこうした見方は，これまで少子化対策としてとられてきた多くの政策の考え方の基

礎にあるものであり，その潜在的な影響の範囲は大きい．実際，男女共同参画の理念のも

とに進められてきた保育所の整備や育児休業の導入，また男性の家事参加の促進といった

ことは，今では少子化対策の根幹を構成するものとなっている（赤川 2004,2017）．

しかしながら，このような重要性にもかかわらず女性就業と出生力の関係については依

然として不明な点も多いのも事実である．こうした背景には，特に男女雇用機会均等法の

成立以降，女性就業と出生力の関係については就業継続との関連で議論されることが多く

なった一方，就業と出生力の関係そのものの検証が意外にもあまりされてこなかったとい

うこともあるだろう．

実際，この間，女性就業と出生力の関係の変化は大きなものと予想され，両者の競合関

係を素朴に仮定することは難しい．両者を取り巻く状況は男女雇用機会均等法の成立

（1985年）のみならず，育児休業法の成立（1991年），育児・介護休業法の成立（1995年），

あるいは男女雇用機会均等法の改正によるコース別雇用管理の禁止（1997年）など，大き

な変化を経験してきたためである．両者の関係を検証するにあたっては，こうした制度変

化の影響を踏まえたものとする必要がある．

また，海外の動向に目を向ければ，例えば北欧では社会や家庭における性別役割規範が

変化した結果，女性の高学歴化や就業率の上昇はもはや出生力と競合関係にはなく，むし

ろ家計の経済的安定を通じて出生力を高めるといったことが確認されている．こうした変

化に対して日本の現状がどの程度距離があるか検証するということも，現在，重要な課題

といえる．

こうした状況を踏まえ，本研究では女性就業と出生力の関係について，そのライスコー

スを通した関係という視点から明らかにすることを目指す．その際，複数のコーホートを

分析対象とすることで，女性就業をめぐる制度環境の変化も視野に入れた分析を行う．こ

うすることで女性就業と出生力の関係という今日，なお重要な論点について，再検討を行

うことを目指す．

Ⅱ．先行研究の検討

1. 欧米の研究動向

女性就業と出生力の関係を明示的に取り扱った代表的な視座はBecker（1960）による

新家政経済学（NewHomeEconomics）である．同理論によれば人は子どもを持ち，育

てることから直接，喜びを得るとされ，子どもはあたかも効用関数における消費財のよう

な性質を持つとされる．その理論的展開の初期においては，所得の上昇に伴う子ども数の
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増加という側面が強調されたものの，その後，両者の競合関係に焦点が当てられることと

なった．その際のメカニズムとして想定されたのは，以下の二つである．

一つ目は子どもの量と質のトレードオフ（thequality-quantitytradeoff）（Becker&

Lewis1973,Willis1973）である．これは所得の上昇に伴って子どもの質を重視するよ

うになることで，教育費を始めとする育児費用が高騰し，結果的に子どもの数が減少する

というものである．

二つ目は，女性就業と出生力の関係と密接な関わりを有する視点であり，子どもを持つ

ことの機会費用は高学歴女性や専門職に就く女性ほど大きいため，そういった女性ほど仕

事を優先し，子どもをあまり持たないとするものである．Balboetal.（2013）によれば，

こうした視点に基づく実証研究は多くの国で行われており，女性のキャリアプランが晩婚

化や晩産化の主要な理由であることが明らかにされている（e.g.Gustafsson2001,2005

（スウェーデン）,Kneale&Joshi2008（英国）,O'Donoghueetal.2011（アイルランド）,

Amuedo-Dorantes&Kimmel2005,Miller2011（米国）,Rondinellietal.2010（イタ

リア））．

一方，こうした主張に対する主要な批判としては，学歴の高い女性ほど学歴の高い男性

と結婚する確率が高いことから，卒業後は相対的に結婚や出産を経験しやすいとの研究

（e.g.Oppenhimer1994,Behrman&Rozenweig2002）や，高学歴女性の方が夫婦間で

より強い交渉力を発揮することから，より平等な家事分担が実現することや，高い経済力

を背景に家事をアウトソースできることから，出生力が高いことを明らかにした

Mencarini&Tanturri（2006）やMillesetal.（2008）の研究を挙げることができる．

あるいは，Sobotka（2004）やKravdal&Rindfuss（2008）によれば，高学歴女性は結

婚や出産のタイミングが遅れがちであるものの，その後，急速にキャッチアップすること

から，（高学歴化による）出生力の低下は見られないとされる（Balboetal.2013）．

以上のように女性就業と出生力の関係については，様々な結果が得られているものの，

近年，両者の間の競合関係が反転しつつあるとする研究が見られる．こうした背景には，

Esping-Andersen&Billari（2015）が指摘するように，労働市場への女性の参入が進む

過程では出生力が低下するものの，家族政策の充実によってジェンダー平等化が進むなら

ば，女性就業の進展は，むしろ出生力の上昇に寄与するようになるといったことが想定さ

れている（ジェンダー革命仮説）１）．こうした変化を明らかにした研究としては，スウェー

デンやフィンランドにおいて女性の出生力が女性の所得と正の相関関係にあることを明ら

かにしたAndersson（2000）やVikat（2004），あるいはこうした関係を欧州20か国，256

地域について明らかにしたFoxetal.（2015）を挙げることができるだろう．また，こ

うした変化は，国別パネルデータを用いてOECD加盟国において女性の労働参加率と出

生力の競合関係が弱まってきたことを明らかにした山口（2005）によっても確認されてい
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1）こうした変化については様々な呼称があり，例えば ・theincome/development-fertilityreversal・,・inverse

J-shapedassociation・,・convexrelationshipbetweenincome/developmentandfertility・といったものが

挙げられる（Foxetal.2015）．



る．

このように主に欧米諸国では，女性就業と出生力の関係については競合関係を想定しつ

つ，その理論的根拠としては機会費用仮説が想定されて来たといえるだろう．しかしなが

ら，近年では家庭内における性別役割分業規範が弱まり／消滅することで，例えば，北欧

では両者の関係がプラスに転じるといった変化も見られる．

2. 日本における研究動向

日本における女性就業と出生力の関係については，主に国立社会保障・人口問題研究所

（旧人口問題研究所）が1943年より実施してきた出生力調査において言及されてきたとい

えよう．そこでは主に「婦人労働者の出生力の低さ」が指摘されており，職業を優先させ

ることによって，今後の追加出生の可能性をきわめて低くしている一方，少なくとも第1

子を得ようとする努力は明らかであるとの指摘がされている．また，この時期，非農林業

部門で就業する女性の約1/3が教員であるとされ，相対的に恵まれた労働環境にあるにも

関わらず，出生力が低いことが指摘されている（中野 1972:11）．また，同様の結果がほ

ぼ同時期（1972年）に行われた第6次出生力調査に関する報告でも指摘されている（渡辺

1973）．こうした傾向は戦後日本の女性就業率の上昇と並行して論じられ，中野（1983，

84，86），中野・池ノ上（1980,81）では女子労働力率のM字型カーブの存在が指摘され

たりする中，第10回出生力調査報告（1992年実施）においては就業経歴に基づく有配偶女

性のライフコース別の平均，予定出生児数が集計され，都市部の一貫就業コースでこれら

が低いことが指摘されている（阿藤他 1993）．

これと並行して，主に1980-90年代にかけては，こうした変化を経済学的な視点から明

らかにするButz-Ward仮説（Butz&Ward1979）の検証が行われた．これは新家政経

済学に由来するモデルであり，当時の合計出生率の趨勢的な低下を女性賃金の上昇に代表

される出産，育児の機会費用の上昇によって説明しようとするものであった．代表的なも

のとしては，Ohbuchi（1982,88），Ogawa& Mason（1986），大谷（1997），今井

（1996），Kato（1997），及び高山他（2000）が挙げられる２）．モデル全体としての妥当性

は前提の置き方などにより一様ではないものの，女性就業はおおむね出生力を低下させる

との結果が得られている．

このように主に戦後から1990年代にかけては，女性就業と出生力の関係は専ら前者が後

者を抑制するという形で論じられ，またある程度，そうした見方が支持されてきたといえ

るだろう．

こうした中，1986年に施行された男女雇用機会均等法は日本における女性就業と出生力

の関係を論じる枠組みを大きく変えた．具体的には女性就業が一般化することで，結婚や

出産といったライフイベントをまたいだ女性の就業継続がより大きく焦点化され（e.g.
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2）こうした視点を所得と子どもの数という観点からパネルデータを用いて検証したのが何（2016）であり，そ

の結果，夫の賃金率の上昇は夫婦の子ども数に有意なプラスの影響を，妻の賃金率の上昇は夫婦の子ども数に

対して有意にマイナスの影響を与えることを明らかにしている．



新谷 1998，岩澤 1999，仙田・樋口 2000，丸山 2001，仙田 2002，釜野 2004），出生力

も主にその枠組みの中で論じられることとなったのである．

こうした見方を代表するものが永瀬（1999）や新谷（1999）といった有配偶女性の就業

継続と出生力の関係について明らかにした研究である．永瀬（1999）は1997年に実施され

た第11回「出生動向基本調査」の夫婦データを用いて，有配偶女性の結婚，出産後の就業

行動，及び出産時期の選択について分析を行い，結婚前に賃金率の高い女性ほど，結婚後

の就業継続率が高いことや，出産後は学歴の効果はより強くなるものの，企業規模は有意

ではなくなり，官公庁勤務者のみ正規雇用継続率が高くなることを明らかにしている．そ

の一方，結婚後の正規雇用における就業継続は第1子出生時期の遅延をもたらしているも

のの，官公庁勤務の場合のみ無職者以上に第1子出産時期が早まることを明らかにしてい

る．こうしたことから，個人レベルで出産後の就業継続が可能だという予想が成立する場

合，出産，育児の機会費用も小さくなり，産み遅れが解消される可能性があるとしている．

新谷（1999）は永瀬（1999）と同様，第11回「出生動向基本調査」の夫婦データを用い

て，出生力に対する公務員的就業環境の効果を明らかにしている．そこでは，結婚直後か

ら現在まで官公庁と民間企業で就業継続した有配偶女性の出生力を比較し，官公庁で就業

継続をした女性の出生力が民間企業で就業継続をした女性だけではなく，専業主婦を続け

た女性よりも有意に高いことを明らかにしている．また，こうした背景には公務員に特徴

的な高い育児休業利用率といった観察可能な要因ではなく，むしろ公務員的就業環境が全

般的に就業継続をしながらの出産，育児に適している可能性があるとしている．なお，新

谷（2015）はこれとほぼ同様の傾向を2010年に実施された第14回「出生動向基本調査」の

夫婦データによって確認している．

また，女性就業と出生力の関係について，ミクロデータを用いて家計内生産モデルから

アプローチをした研究としては，藤野（2002,2006）を挙げることができる．藤野（2002）

は新家政経済学における家計内生産アプローチが固定的な性別役割分業を前提としている

ことを批判し，夫が家事，育児に協力的な場合，女性の出産，育児の機会費用が低下し，

出生確率が高まる可能性があることや，女性がより個人主義的，平等主義的な価値観を持っ

た場合，その就業や出生行動が変化する可能性を指摘し，それらの仮説を検証している．

その結果，正規就業と出産，育児は競合関係にあること，及び女性が正規就業と出産育児

の両立を可能にするためには夫の帰宅時間が早いことが条件であることが示唆された．そ

の一方，夫の家事参加が出生力を高めるという結果は得られなかったものの，夫婦の親と

の同居が出生確率を高めることから，夫の家事参加も潜在的には（女性の出産育児の機会

費用の低下を通じて）出生力を高める可能性があるとされている３）．また，既婚女性の価

値観の変化については，性別平等意識を持つ女性ほど，正規就業を継続すると同時に出産

を回避する傾向があるとしている．

さらに保育所政策や育児休業，及び短時間勤務制度などより広範囲での育児資源と女性
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3）この点について，藤野（2006）では妻が非正規就業や専業主婦の夫婦において，夫の家事育児分担の増加が

出生力を高めるとの結果を得ている．



の就業と出生力の関係に注目した研究としては，吉田・水落（2004），坂爪・川口（2007），

及び永瀬（2014）を挙げることができる．吉田・水落（2004）は保育所や夫婦の親による

育児といった外部の育児資源の利用可能性が夫婦の出生力に与える影響について分析し，

その結果，保育所の利用可能性の高さは限定的ではあるものの，出生力を高める効果があ

ること，妻の親による育児の利用可能性は出生力を高める効果があること，及び妻の就業

と出産・育児の間には第1子に限って競合関係があることを明らかにした．また，坂爪・

川口（2007）は育児休業性制度の導入は女性の出産確率を上昇させる一方，通常の労働時

間が非常に長い場合，その効果は小さいことを明らかにしている．さらに永瀬（2014）は

2010年に従業員101人以上の規模の企業で義務化された職場における育児のための短時間

勤務オプションが，大卒女性を中心に第1子出産ハザード，及び出生意欲の上昇をもたら

したことを明らかにしている．これに加えNagase（2017）は育児短時間の義務化が第1

子出産後の就業継続率を有意に高めていることを明らかにしている．

最後に，こうした視点を女性の就業経歴間の差異という形で整理したのが岩澤（2004），

守泉（2005），永瀬・守泉（2008），及び別府（2012）である．岩澤（2004）は1970-2002

年結婚コーホートに属する有配偶女性の就業と出生行動について，第12回「出生動向基本

調査」を用いて分析し，妻の就業経歴による有意な出生力の差異は見られないとしている．

また，こうした背景には，希望する子ども数を持つために，妻が働き方の調整をしている

という解釈が可能であることを指摘しており，就業経歴の違いが出生力の差異に結び付か

ないという解釈には慎重な姿勢を見せている．守泉（2005）は女性就業の内，非典型労働

（非正規雇用）に注目し，こうした地位で働く女性の間で就業継続率と出生力のいずれも

低くなる傾向があることを明らかにし，非正規労働の増加が少子化につながる可能性を指

摘している．永瀬・守泉（2008）は結婚直前に有職，さらに正規雇用など安定的地位に就

いていた女性ほど，結婚直前に無職であった女性より出産確率が高くなることを示してい

る．別府（2012）は就業構造基本調査の複数時点でのデータを用いて有配偶女性の過去1

年間の就業異動と出生力の間の関係を分析し，正規就業者の間では出生率及び出生前後の

継続率がともに上昇して来たものの，非正規就業では就業を継続した場合の出生率並びに

出生前後の継続率は低水準にとどまったままであることを明らかにした．

これらの一連の研究は，主に女性の就業継続と出産，育児がどのような条件下で可能に

なるかを明らかにするという問題意識に基づいたもので，それ以前の新家政経済学に基づ

いた研究と異なり，現時点における女性就業と出産，育児の競合関係を検証するというよ

りは，両者の関係のより将来的な変化の兆しをつかもうとするものであったといえよう．

しかしながら，このような日本における女性就業と出生力の関係を明らかにする研究は

以下の限界を有するといえる．第一に，Butz-Ward仮説や家計内生産モデルなど新古典

派経済学的アプローチに基づいた研究はある時点での就業と出産の競合関係が焦点とされ，

ライフコース全体にわたる両者の関係を明らかにするものではない．実際，出生力はライ

フコースにわたって達成されるものであり，ある任意の時点において就業と出生が競合関

係にあったとしても，それはライフコースを通してみた両者の競合関係を必ずしも意味す
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るものではないだろう４）．

一方，女性の就業経歴に沿って出生力を分析した研究はライフコースを通した両者の関

係を明らかにしようとした点，画期的であるといえよう．しかしながら，これらの研究で

は分析対象とする時間が長すぎるため，就業と出産が相互に調整されている可能性を排除

できず，就業継続→出生という因果関係を想定することが難しい５）．例えば就業継続者と

それ以外の女性の間で最終的な出生力に差がないとしても，岩澤（2004）が指摘するよう

に，希望する子ども数を持てるよう女性が就業を調整している可能性を排除できない６）．

つまり，女性の就業と出生力の関係を明らかにするためには，ライフコース全体を視野に

入れつつ，それでいて両者に先行する要因に注目する必要がある．

また，以上の研究全般に共通する問題点として，コーホート別の特徴が必ずしも明らか

ではないということが挙げられる．後述するように日本の場合，1985年の男女雇用機会均

等法の成立以降，女性就業を取り巻く社会環境は大きく変化してきている．特に入職時点

や出産，育児期にどのような支援策が打たれていたかは大きな影響を及ぼす可能性が高い．

しかしながら，それはどのようなリサーチデザインによって可能になるのであろうか．

研究では以下に述べるように，女性本人の学歴，及び初期キャリアをその後の就業継続と

出生に先行する要因として取り出し，それがライフコースを通した就業と出生の双方を

（同時に）決定するというモデルを用いることでこうした問題に対処する．さらに複数時

点のデータを併せて利用することで複数のコーホート間の差異を明らかにする．

Ⅲ．命題，及び探求課題

本研究においては女性の就業と出生力の関係について明らかにする．それにあたっては

以下の命題を検証する．

命題：女性はその人的資本が高く，あるいは初期キャリアが安定的であるほど，出産や育

児に伴う就業の中断によって生じる機会費用が大きいことから，結婚後も就業継続する

傾向が強く，その結果，ライフコースを通じた出生力は低くなる．

同命題は主にBeckerの新家政経済学に基づいたものであり，機会費用仮説とでもいう

べきものである．一方，対立仮説はジェンダー平等が進んだ状態では出産，育児に伴う機

会費用の発生を必然的なものと捉える必然性はなく，むしろ高学歴者におけるその高い所

得や安定的な地位は経済的資源を始めとする出産，育児に必要なより多くの資源を利用可
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4）こうした見方を発展させたものとして例えばStafford（1987）の出産を通じた就業変化の動学的モデリン

グや女性の就業と出生行動は相互に影響しあうのみならず，共通の環境に影響を受けるパラレルなキャリア過

程であるというWillekens（1991）を挙げることができる．

5）つまり逆因果やあるいは交絡といった状況が考えられる．

6）この場合，就業継続は希望する子どもを持てそうな人の内，就業継続が可能な人だけがすることとなる．そ

の結果，就業経歴による出生力の差はなくなることとなる．



能にすることで，より多くの子どもを持つことを可能にするというものである（ジェンダー

革命仮説）．

具体的には以下の探求課題に答えることで明らかにする．

1）学歴が高い女性，あるいは結婚決定時に安定的就業をしている女性ほど，40-49歳時

にも安定的就業をしている確率が高い．

2）学歴が高い女性，あるいは結婚決定時に安定的就業をしている女性ほど，40-49歳時

に子どもを持っていない（無子）確率が高い．

本研究では就業継続と出生の競合関係の有無をより明確にするため，日本型人事制度

（大湾・佐藤 2017）内部での就業を安定的就業と位置付け，これに注目する．日本型人事

制度とは長期雇用や年功型賃金，集権的な人事機能，遅い昇進といった特徴を有するもの

で，主に官公庁や民間大企業の正規雇用者を中心に見られるものである．これらの職では

中途採用が少なく，その結果，40-49歳時にこうした職に就いている場合，ある程度若い

時期から，就業継続している可能性が高いといえる．

また，年功型賃金や遅い昇進といった特徴は離職のコストを非常に大きなものとするこ

とから，出産や育児によって女性がこれらの職を離れる場合の機会費用は非常に大きなも

のとなるだろう．つまり，就業継続率が焦点となる安定的就業とは，日本型人事制度の特

徴を強く反映したものであり，日本型人事制度内部での就業を見ることは，安定的就業で

の就業継続の有無を見ることとほぼ同義であるといってよいだろう．

一方，学歴に代表される人的資本が高く，結婚決定時の職業（初期キャリア）が安定的

就業である場合ほど，その後も安定的就業を続ける可能性が高いことから，出産や育児に

よる離職の機会費用が大きく，結果として生涯を通じて子どもを持たない（無子）確率が

高くなると予想される．

以上のように，日本型人事制度の特徴は，人的資本や初期キャリアとの関係で安定的就

業での就業継続と出産，育児に伴う機会費用の関係をより明確に示すと考えられる．

Ⅳ．方法，及びデータ

1. 方法

以上の命題，及び探求課題を明らかにするため，本研究では以下の方法を採用する．こ

れは学歴，及び結婚決定時の職業がその後のライフコースにおける就業と出生力の双方を

決定するという（緩やかな）因果モデルである．

もちろん因果モデルといっても，就業と出生はその長いライスコースの中でその都度の

判断の蓄積によって形成されるものであり，必ずしも先決変数から両者が同時に決定され，

（就業と出生力が）相互に影響を与え合う可能性がないわけではない．しかしながら，本

研究で注目する日本型人事制度では，いったん離職するとその後，その地位に戻ることは
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難しいことから，就業継続か出生かという選択肢はその都度，同時決定的な性格を強く帯

びると考えられる７）．

また本研究ではbivariateprobitmodelを用いることで，上記のモデルを検証する．同

モデルは二つのprobit関数の誤差項の相関を考慮した上で同時推定を行うものであり，

本分析モデルのように人的資本や初期キャリアがその後の就業と出生を同時に決定する程

度，並びに両者の競合関係を明らかにするのに適しているといえる．具体的には以下のモ

デルを推定する．

HC
・
i・・・・

4

j・1
・1,i,j・Edui,j・・

6

k・1
・2,i,k・CAi,k・X

・
nc・・3・ui …（1）

whereHCi・1ifHC
・
i・0,HCi・0ifotherwise

W
・

i・・・・
4

j・1
・1,i,j・Edui,j・・

6

k・1
・2,i,k・CAi,k・X

・
w・・3・vi …（2）

whereWi・1ifW
・

i・0,Wi・0ifotherwise

E・ui・・E・vi・・0

Var・ui・・Var・vi・・1

cov・ui,vi・・・

HC
・
i:個人iが40-49歳時点で1人以上の子どもを持っている確率

W
・

i :個人iが40-49歳時点での安定的就業をしている確率

HCi:個人iが40-49歳時点で1人以上の子どもを持っている=1／持っていない=0

Wi;個人iが40-49歳時点での安定的就業をしている=1／していない=0
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図１ 本研究における分析モデル

出所：筆者作成

7）日本型人事制度がこうした特徴を強く示すことについて永瀬（1999）は，1980年代後半以降，欧米と異なり

日本では出産，育児にあたって短時間就業の上での就業継続ではなく，非婚＝正規就業，育児＝離職という形

で育児と就業の分業が進んだことに見て取ることができるとしている．



Edui,j:個人iの学歴j（中学，専門学校，短大／高専，大学／大学院）（Ref.=高校）

CAi,k:個人iの結婚決定時の就業状態k（非正規雇用，民間正規（大企業），民間正規

（中小），公務員（正規），自営，学生）（Ref.=無職）

X
・
nc:統制変数（結婚持続期間及び同二乗，初婚年齢*結婚持続期間の二乗，夫年収及び同

二乗，居住都道府県，居住地の人口集中度（7区分））（ベクトル形式）

X
・
w:統制変数（年齢及び同二乗，夫年収，居住都道府県，居住地の人口集中度（7区分））

（ベクトル形式）

ui,vi:誤差項

・:誤差項の相関

HC
・
iは個人iが40-49歳時点で子どもを持っている確率であり，この時点で子どもがい

ない場合，ライフコースを通して無子である可能性が高いといえる．それを決定するのが

本人iの学歴j（Edui,j）であり，これは高校卒業をレファレンスとして中学，専門学校，

短大／高専，大学／大学院からなる．学歴が高い程，高い人的資本を有することを意味し，

それだけ就業継続した場合にライフコースを通して得られる収入（生涯年収）が高くなる

と考えられる．

また，同様に就業中断の機会費用を見る上で重要なのが結婚決定時の就業状態k（CAi,k）

である．これは結婚やそれに伴う出産，育児等の影響を受ける前の初期キャリアの代理指

標であり，無職をレファレンスとして6つのカテゴリーからなる．この内，日本型人事制

度の内部に位置づけられる安定的就業として民間正規（大企業），民間正規（中小），及び

公務員（正規）を設定する．また，非正規雇用とはパート，アルバイト，派遣，嘱託，契

約社員などからなる概念（一般的呼称）で，自営業と並んで日本型人事制度の外部にある

ものと位置づける．最後にX
・
ncは統制変数であり結婚持続期間及び同二乗，初婚年齢*結

婚持続期間の二乗，夫年収８）及び同二乗，居住都道府県，居住地の人口集中度（7区分）

からなる．

次にW
・

i は個人iの40-49歳時点の安定的就業確率である．これは先述したように民間

正規（大企業），民間正規（中小），及び公務員（正規）からなる概念であり，40-49歳時

点でこれらの職業に就いている場合，同一職での就業を相当の期間継続したと想定される．

またこれらの職業は日本の少子化対策において仕事と出産，育児の両立支援の主たる対象

となってきたものであり，最も多くの育児資源を有している人たちでもあることから，就

業と出産の関係を見る上で最適な人たちであるといえよう．

なお，式（2）については，学歴や初期キャリアについての変数は共通であり，統制変数

X
・
wのみが若干異なる．具体的には年齢及び同二乗，夫年収，居住都道府県，居住地の人

口集中度（7区分）からなる．

さらに，同モデルはbivariateprobitmodelであるため式（1）と（2）の誤差項の相関を求
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8）消費者物価指数総合（帰属家賃を除く）を用いて2015年基準にてデフレートしたもの．



めることが可能であり，これがプラスの場合には就業と出産は正の相関関係（相乗関係）

に，マイナスの場合には負の相関関係（競合関係）があることを意味する．

2. データ

本研究で用いるデータは女性の就業と出産の関係についてライフイベントごとの出産，

就業に関する広範な情報を有する「出生動向基本調査」である．これは，ライフコースを

通じた女性の就業と出生の関係を明らかにするにあたっては，横断面データという限界は

抱えつつも，政府統計ということもあり，幅広い年齢層について偏りの少ない本データを

利用することの意義は大きいと考えたためである．その点，「出生動向基本調査」は1940

年に第1回調査が実施されて以来，女性の出生力に関してわが国において最も網羅的な情

報を含むものであり，最適といえよう．

対象とする調査回は第11-15回の夫婦調査であり，それぞれの調査回の内，40-49歳の有

配偶女性（初婚同士）を対象とし，当人が結婚時について回顧した就業形態のデータと，

各調査時点での子どもの有無を変数として利用した．戦後生まれの幅広い世代を分析対象

とすることができることがこれらの調査回を選択した理由である．また，分析対象を40-

49歳の女性にしたのはこれがほぼ子どもを産み終える年代であると考えたためである．そ

のため，以下の分析においてはいずれも40歳未満の女性は含まれていないことに注意され

たい．

また，これらの各コーホートは戦後日本の女性就業を取り巻く制度環境の変化を大きく

受けてきたといえる．重要な変化を挙げていくと，1986年の男女雇用機会均等法の施行

（1985年成立）はその後の女性就業を推し進める大きな転機となったものである．しかし

ながら，同法において定年・解雇における女性差別は禁止されたものの，募集・採用，配

置・昇進における均等処遇は事業主の努力義務とされ，女性労働者の福祉に反しない限り

「女性のみ」の取り扱いは適法であるとの通知が労働省（当時）から通達されたこともあ

り，「総合職・男女，一般職・女性のみ」等のコース別雇用管理制度が定着したとされる．

同法はその後97年に改正され，こうしたコース別雇用管理制度に見られるような，募集・

採用，配置・昇進における女性に対する差別も禁止された．（西村 2014:56-8）

より具体的な就業環境についてみると，1991年には育児休業法が制定され，1歳までの

子どもを養育する男女は育児休業を取得できるようになった．また，95年には介護休業も
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表１ 本研究で用いる調査回と客体

第11回 第12回 第13回 第14回 第15回

調査実施年 1997年 2002年 2005年 2010年 2015年

出生コーホート 1947-57年 1952-62年 1955-65年 1960-70年 1965-75年

客体数（人） 3,382 2,917 2,634 3,177 2,824

注：調査時の年齢が40-49歳の初婚同士の有配偶女性．
出所：「出生動向基本調査」個票データより筆者再集計



含め育児・介護休業法として制定され，全ての事業所で育児休業が義務化され，育児休業

給付が雇用保険から支給されるようになった．

さらに育児・介護休業法はその後，2001年，04年，09年に改正された．2001年の改正で

は育児休業給付がそれまでの25％から40％に引き上げられ，04年には育児休業の有期雇用

者への取得権利の拡大，また保育園に入れない場合の育児休業の1歳6か月までの延長，

09年の改正では，2010年からは従業員101人以上の企業，及び２年間の猶予を置いた上で

12年からは全ての企業で，3歳未満の子を養育する労働者に対して短時間（原則6時間）

勤務を選択できるようにすることが義務化された（西村 2014:56-8，永瀬 2014）．

こうした変化を本稿で分析対象とする各コーホートと対応させると以下の通りである．

まず，1947-55年コーホートの場合，大卒者の入職年齢である22歳時点に男女雇用機会均

等法は成立しておらず，また当時の女性の平均初婚年齢を考えると，そのほとんどが育児

休業法の成立以前に第1子の出産・育児期を迎えていたと考えられる．つまり，女性就労

をめぐる社会的環境が最も整っていなかった時期といえよう．一方，1955-64年コーホー

トの場合，やはりそのほとんどは男女雇用機会均等法の成立以前に入職年齢を迎えていた

と考えられるものの，その一部は育児休業法の成立後に第1子の出産・育児期を迎えたと

考えられる．つまり女性就労を取り巻く環境は若干であるが改善しつつあったといえよう．

次に1964-70年コーホートの場合，入職時（22歳時点）に男女雇用機会均等法が施行済み

であり，また多くの場合，第1子の出産・育児期を迎えた頃とほぼ同時に育児休業法が成

立したと考えられる．女性が就労と出産を両立できる環境が曲がりなりにも整い始めたの

は，ようやくこのコーホートからといってよいだろう．最後に1970-75年コーホートの場

合，入職時点には男女雇用機会均等法はもちろん，育児休業法も成立していたと考えられ

る．つまり入職時に就労と出産，育児の両立に関してある程度，予想が立つようになった

コーホートといえるだろう．

以上の観点から本研究では1947-75年のコーホートを上記の4つのグループに分けて分

析を行う．こうすることで出産，就労とそれぞれのコーホートの置かれた社会制度的な環

境との関係を想定することが可能になる．
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表２ 各コーホートの特徴

コーホート 制度的背景

1947-55年 男女雇用機会均等法（1985年）成立以前に入職（～22歳）．そのほとんどが育児休業法
成立以前に第1子の出産・育児期を迎える．

1955-64年 そのほとんどが男女雇用機会均等法（1985年）成立以前に入職．一育児休業法成立前後
に第1子の出産・育児期を迎える．

1964-70年 入職時には男女雇用機会均等法が施行済み．また多くの場合，第1子の出産・育児期に
は育児休業法が施行済み．

1970-75年 入職時に男女雇用機会均等法，及び育児休業法が施行済み．

出所：各種資料より筆者作成



Ⅴ．記述統計による分析

1. 学歴構成の変化

最初に人的資本を示す指標としての学歴構成の変化を見ていきたい．言うまでもなく，

特徴的なことは高学歴化である．特に中学卒以下の学歴の者は1960年代コーホート以降，

ほとんど見られない．その一方で，短大・高専卒以上の高学歴層は緩やかに伸びてきてお

り，全体的に高学歴化が進んでいる．これは女性の出産，育児に伴う潜在的な機会費用が

高まってきていることを意味する．

2. 就業状況の変化

次に調査時に40-49歳である女性の結婚決定時の職業分布の変化，及び結婚決定時の就

業状態別に見たその後の安定的就業確率を見ていきたい．その結果，結婚決定時の職業分

布は，近年，自営層が若干増えてきているものの，正規民間中小が全体の半数程度を占め，

それに正規民間大，及び無職が続くという分布自体に大きな変化は見られない．非正規雇

用の割合はこの世代までは一貫して少数派であることがわかる．また，無職である者も10

％弱程度と少ない．
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図２ 有配偶女性の学歴構成の変化

注：調査時の年齢が40-49歳の初婚同士の有配偶女性．
出所：「出生動向基本調査」個票データより筆者再集計



次に結婚決定時の就業状態別にその後の主要なライフイベント発生時点の安定的就業確

率を見ていくと，正規公務員を筆頭に正規民間大，正規民間中小の順にその後のライフコー

スにおいても安定的就業確率が高いことがわかる．また結婚決定時から直後にかけての変

化を見るとこれら三つの職業についてはいずれも最近の出生コーホートほど結婚決定直後

の安定的就業確率が上昇してきていることがわかる．一方，結婚決定時から第1子1歳時

／現在（40-49歳時）までの変化を見ると，正規公務員以外では目立った変化は見られな

い．また，結婚決定時の就業状態が非正規，自営，あるいは無職であった者はその後も安

定的就業確率が非常に小さく，途中からの参入が非常に難しい日本型人事制度の特徴が鮮

明に示されているといえよう．
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図３ 40-49歳有配偶女性の結婚決定時の就業状態の分布

注：調査時の年齢が40-49歳の初婚同士の有配偶女性．
出所：「出生動向基本調査」個票データより筆者再集計



3. 無子割合の推移

学歴別，及び結婚決定時の就業状態別に見た40-49歳時点の無子割合の推移（5か年移

動平均）を見ることで，人的資本や初期キャリアごとの出生力の大まかな推移を見てみよ

う．その結果，全ての学歴で最近の出生コーホートになるほど無子割合が上昇してきてい

ることや，高学歴者ほど無子割合が大きいといった傾向があることが見て取れる．例外的

なのが1954-56年出生コーホートであり，この間は大卒者と他の学歴との無子割合の差が

非常に小さくなっている．また，1972年出生コーホート以降，他の学歴で無子割合が上昇

する中，大卒者で低下しつつあり，その差がほとんど見られなくなっていることも注目さ

れる．

一方，結婚決定時の就業状態別に見た場合，全ての就業状態で無子割合の増加傾向が見

られる．興味深いのは，1950年代半ばの出生コーホートまでは，結婚決定時に無職であっ

た女性よりも就業していた女性の間で無子割合が小さい傾向が見られることである．しか
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図４ 結婚決定時の就業状態別に見たその後の安定的就業確率

注：調査時の年齢が40-49歳の初婚同士の有配偶女性．結婚決定時～第1子1歳時は有子者のみの値．
出所：「出生動向基本調査」個票データより筆者再集計



しながら，こうした関係は1957年出生コーホート以降逆転し，その後はおおむね正規公務

員，非正規，次いで民間正規，無職の順に無子割合が大きくなる．また，1969-70年出生

コーホート以降，結婚決定時に非正規や無職であった女性のみ無子割合が上昇してきてい

る．

これはこの間の制度変化を考えると非常に興味深い．なぜなら男女雇用機会均等法成立

以前のコーホートで正規公務員や正規民間など安定的職業に結婚決定時に就いていた女性

ほど40-49歳時点での無子割合が小さい一方，同法成立以降に入職した出生コーホートで

はむしろ正規公務員女性で同割合が全就業状態の中で最も大きくなるなど，その関係は制

度の効果として想定されるものと逆になっているからである．

こうした結果は同法成立後になって初めて機会費用仮説が本格的に妥当するようになっ

た可能性を示唆するものである．つまりそれ以前，就業と出産はそもそもライスコースに

おける選択しとして同一の俎上で比較できるものではなかった可能性が高い．学歴別に見

た推移でも，1950-56年出生コーホートにかけて大卒者の40-49歳時点での無子割合が他の

学歴と接近していた一方，それ以降，大卒者とそれ以外の学歴との無子割合の差が拡大傾

向にあることもこうした変化と関連している可能性があるだろう９）．こうした点について，

さらに以下の多変量解析によって検証していきたい．
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図５ 学歴，及び結婚決定時の就業状態別に見た40-49歳時点での無子割合

（５か年移動平均）

注：調査時の年齢が40-49歳の初婚同士の有配偶女性．中卒の値は客体数の減少を考慮して1959年出生コーホー
トまでの表章としている．

出所：「出生動向基本調査」個票データより筆者再集計

9）このような変化は，女性就業と出生力に関する研究の多くが1990-2000年代初頭までに集中して行われて来

たことを踏まえると，これらの研究で明らかにされたパターンの多くは男女雇用機会均等法制定以前の世代に

関するものである可能性が高く，それ以降の変化とは全く異なるものである可能性さえ示唆するものといえる．



Ⅵ．多変量解析

1. 就業と出生の同時決定モデル

40-49歳時点での安定的就業確率と同時点での出生の有無（有子確率）について見てい

くと，安定的就業確率については出生コーホートにかかわらず一貫した結果が得られてお

り，高学歴者や官民問わず結婚決定時に正規雇用に就いていた者ほど40-49歳時点でも安

定的就業をしている確率が高いことがわかる．また，正規雇用に就いていた者の間でも正

規公務員でこれが圧倒的に高く，それに正規民間が続いている．これは事前の符号条件を

満たすものであり，仮説とも整合的である．よって探求課題１は妥当であることが示され

た．
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表３ 40-49歳時の安定的就業，及び有子確率に関する推定結果

1947-55年 1955-64年 1964-70年 1970-75年

従属変数：40-49歳時の安定的就業確率

学歴（Ref.=高卒）

中学以下 -0.13 -0.03 -0.02 -0.22

専門学校 0.11 0.25** 0.40** 0.31**

短大／高専 0.05 0.14** 0.22** 0.03

大学／大学院 0.28** 0.42** 0.53** 0.49**

結婚決定時の就業状態（Ref.=無職）

正規民間中小 0.60** 0.57** 0.71** 0.40*

正規民間大 0.49** 0.50** 0.67** 0.63**

正規公務員 1.49** 1.52** 2.09** 1.49**

自営 0.03 -0.19 -0.53 -1.02・

非正規 -0.09 -0.14 0.10 -0.23

統制変数 結婚持続期間及び同二乗，初婚年齢*結婚持続期間の二乗，夫年収，居住都道
府県，居住地の人口集中度（7区分）

従属変数：40-49歳時の有子確率

学歴（Ref.=高卒）

中学以下 0.16 0.14 0.27 -0.06

専門学校 -0.03 0.15 -0.01 0.12

短大／高専 -0.10 -0.05 -0.07 0.12

大学／大学院 -0.18 -0.09 -0.25* 0.16

結婚決定時の就業状態（Ref.=無職）

正規民間中小 0.27・ -0.23・ -0.13 -0.08

正規民間大 0.38* -0.21 -0.02 0.21

正規公務員 0.82** -0.15 -0.35・ -0.17

自営 0.42 0.13 0.08 -0.22

非正規 -0.08 -0.21 -0.14 -0.29

統制変数 結婚持続期間及び同二乗，初婚年齢*結婚持続期間の二乗，夫年収及び同二乗，
居住都道府県，居住地の人口集中度（7区分）

客体数 3,776 5,962 3,398 1,531

ρ -0.04 -0.09* -0.13* -0.14・

注：**p<0.01,*p<0.05,・p<0.10
出所：筆者推定値



一方，40-49歳時点で子どもを持っている確率については，出生コーホート間の変化が

大きい．まず，1947-55年出生コーホートでは大卒者の係数はマイナスであるものの有意

ではない．その一方，結婚決定時に就業していた女性，とりわけ正規公務員，正規民間大，

正規民間中小に就く女性の方が，同時期に無職であった女性よりも子どもを持つ確率が高

い．しかしながら，1955-64年出生コーホートになるとこうした関係は観察されなくなり，

有意ではないものの，むしろ係数面ではその直前のコーホートで相対的に子どもを持つ確

率が高いとされた安定的就業をする女性ほど子どもを持つ確率が小さい可能性が示唆され

た．

さらに1964-70年出生コーホートになると，大卒者の係数が有意にマイナスとなる他，

正規公務員の係数も有意（10％有意水準）にマイナスの値を示すようになる．また，正規

民間についても有意ではないもののその係数は依然としてマイナスであり，少なくとも安

定的就業を続ける可能性の高い女性の方が子どもを持つ確率が高い可能性はないといえる．

これは記述統計によって確認されたのと同様，機会費用仮説が男女雇用機会均等法成立

以降に初めて妥当するようになり，またその影響はむしろ正規公務員のようにそれまで就

業継続と出生の両立が可能であったとされていた人たちほど大きかった可能性を示すもの

といえよう．

しかしながらこうした関係は1970-75年出生コーホートになるとまた変化し，大卒者で

あることや結婚決定時に安定的就業をしていることはその後，子どもを持つ確率に有意な

影響を与えなくなると同時に，一部は係数面でも（有意ではないものの）プラスに転じて

いる．これは最近の出生コーホートになるほど再び機会費用仮説が妥当しなくなってきて

いる可能性を示すものである10）．

このことは探求課題2が1964-70年出生コーホート，その中でも大卒者，初期キャリア

が正規公務員であった女性に限って妥当し，それ以外では妥当しないことを示したといえ

よう．

Ⅶ．考察：女性就業と出生力の関係の再検討

これまで女性の就業と出生力の関係については，Becker（1960）の新家政経済学によ

るアプローチ以降，主に機会費用を媒介とした競合関係が想定されて来た．日本において

もその例外ではなく，多くの先行研究がこうした観点から両者の関係を分析して来たとい

えよう．また1985年の男女雇用機会均等法の成立以降，女性のライフコースにおいて就業

継続と出産，育児の両立の可能性が具体的に整備され始めたことから，就業継続と出生力

のポジティブな関係の可能性について探る研究も多く見られるようになった．

しかしながら，こうした研究は方法論的にいくつかの限界を有していたのも事実である．

まず，新家政経済学に基づくアプローチにおいては女性就業と出産のライスコースにおけ

―18―

10）ちなみに40-49歳時の安定的就業と出生力の競合関係（・）を見ると，1964-70年出生コーホートにおいて最

も競合関係が大きい（p<.05）．



る任意の時点での競合関係が焦点とされ，ライスコースを通した両者の関係について明ら

かにするという視点を欠きがちであった．また，女性のライフコースにおける就業経歴と

出生力の関係に注目した研究はこうした欠点を乗り越えるものであったものの，就業経歴

と出生力の間に因果関係を想定することが難しいという限界を有していた．また，いずれ

のアプローチにおいても複数の出生コーホート間の変化という視点は乏しいという問題も

あった．

本研究においてはこうした限界を乗り越え，女性就業と出生力の間の関係を再検討すべ

く，女性の学歴，及び結婚決定時の就業状態を先決変数とする（緩やかな）因果モデルを

構築し，機会費用仮説によって女性のライフコースを通した就業と出生力の関係を明らか

にした．また，女性の就業と出生力の関係についてわが国において最も長期間にわたる調

査をして来た「出生動向基本調査」の複数回のデータを利用することで，幅広い出生コー

ホート間の変化を明らかにした．

その結果，明らかになったことは女性の学歴や結婚決定時の就業状態の違いは，40-49

歳時に安定的就業をしている確率を大きく左右するということである．これは人的資本や

初期キャリアが女性の出産，育児に伴う機会費用を決定する大きな要因であることを示す

ものである．また，これはいずれのコーホートでも安定的な結果が得られたことは，こう

した構造が異なるコーホート間で変化していないことを意味する（探求課題1）11）．

その一方で，このような人的資本や初期キャリアの違いが40-49歳時に子どもを持つ確

率に与える影響は，出生コーホートによって大きく異なった．例えば，男女雇用機会均等

法成立以前に入職時期を迎えた1947-55年出生コーホートでは，結婚決定時に無職の女性

よりも安定的就業をしていた女性，とりわけ正規公務員や正規民間大に就く女性の間で，

子どもを持つ確率がより高いという結果が得られた．

しかしながら，こうした関係は入職時から男女雇用機会均等法の影響を受けると考えら

れる1964-70年出生コーホートでは大卒者や正規公務員に就いていた者の間でかえって有

意なマイナスの結果が得られた．このことは，むしろ男女雇用機会均等法以降，初めて就

業（継続）と出生の競合関係が見られるようになった可能性を示すものといえよう．さら

に，こうした傾向は1970-75年出生コーホートでは確認されず，若い世代では再び機会費

用仮説が妥当しなくなってきている可能性が示された（探求課題2）．

では，こうした変化は何を意味するのであろうか．第一に1947-55年出生コーホートに

関する結果は，この時期，女性の就業継続がまだ一般的ではなく，結婚決定前に安定的就

業をしていることは，むしろ経済的に安定している夫との出会いを意味し12），より多くの
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11）西村（2014）は第1子出産前後の就業継続を左右する要因として学歴の効果が1970年代コーホートでは見ら

れなくなったことについて，この間の非正規雇用の増加が学歴の効果を失わせた可能性について言及している

が，本研究の結果からそういったことはないと言うことができるであろう．

12）実際，本研究で分析対象とした女性についてその夫の勤め先の企業規模を見ると，結婚決定時に正規公務員

であった女性の夫の68.6％が公務員，正規民間大であった女性の夫の勤務先の平均企業規模は約379人あるな

ど，結婚決定時に無職であった女性（公務員割合3.4％，平均企業規模約112人）と比較して，夫の社会経済的

地位が非常に高いという特徴が見られる．さらにこの傾向はいずれの出生コーホートでもほとんど変わらない．



子どもを持つことにつながっていたことによるものと考えられる．もちろんこの時期でも

初期キャリアで安定的就業をしていた女性ほど，その後も安定的就業を続けている可能性

が高いものの，それは出生力を抑制するほどのものではなく，あくまで希望する子ども数

を持てる範囲に調整されていたと予想される13）．

さらに，1955-64年出生コーホート以降，こうした関係は全く見られなくなり，むしろ

初期キャリアにおいて安定的就業層に属することが，その後の出生確率を低いものにする

ことも，こうした見方を支持するものといえよう．なぜなら仮に1947-55年出生コーホー

トに見られたパターンが出産，育児と就業の両立可能性の高さによるものであるならば，

男女雇用機会均等法の成立以降，むしろ同パターンは強化されるはずだからである．そう

ではなく，これは同法の成立によって初めて女性の就業継続が実質的な意味で可能になり，

女性の人的資本や初期キャリアによって代表される機会費用の多寡が，その後の出生の有

無を決定するようになったことを示唆すると考えるのが妥当であろう．

もちろん，このような解釈は新谷（1999,2015）によって示されるように，公務員的就

業環境が女性の就業継続と出産，育児との両立に親和的であるとの見方14）との関係では

puzzlingなものであるといえる．しかしこれは出産，育児の機会費用が何によって構成

されるかということを考えれば，その答えはおのずと見えてくるといえよう．

仙田・樋口（2000）によれば，女性の出産，育児に伴う機会費用には直接的費用と間接

的費用の二種類があるとされる．ここでいう直接的費用とは出産，育児によって就業を中

断することによって直接失われる賃金に相当するものであり，間接的費用とは就業の中断

により発生する賃金上昇の機会の喪失に相当するものである．

以上の見方に立てば，一見，出産，育児と就業継続の両立が可能に見える公務員的就業

環境が日本型人事制度の典型であり，離職の中長期的コスト，つまり間接的機会費用が極

端に大きい就業形態であることがわかる．その一方で，非正規雇用のように日本型人事制

度の外側にある就業形態では，流動性が高く再就職は容易で，その間接的機会費用は小さ

いものの，育児休業等の利用が難しいことから，就業の中断による直接的機会費用が大き

い．入職時に男女雇用機会均等法が施行されていた1964-70年出生コーホートで，一見，

出産，育児と就業継続と親和的に見える正規公務員の間で子どもを持つ確率が小さい理由

であると同時に，（有意ではないものの）それに次いで非正規雇用で大きなマイナスの係

数が得られることの理由と思われる．

さらにこのことはキャリアの初期に正規民間職で就業する女性の間で，男女雇用機会均

等法施行以後も（安定的）就業継続率の上昇がさほど見られない一方（図4）15），専業主
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13）そもそも男女雇用機会均等法以前には女性の就業はその募集・採用，配置・昇進の全てにおいて差別されて

いたことが例えば濱口（2015）等に詳しく書かれている．それは例えば，官公庁においてすら女性の採用は一

部の専門職を除けばないといったことの他，女性の結婚退職制，女子若年定年制といった各種制度に見ること

ができるだろう．

14）なお，新谷（2015）確認された公務員女性の平均出生児数の多さは，その根拠として示された女性の客体数

の少なさ（N<30）に起因する統計的誤差の可能性が否定できない．

15）男女雇用機会均等法の施行後も女性の就業継続率や正規職に就く割合がほとんど変わらないという点につい

ては，安部（2011）でも指摘されている．



婦との無子割合の差も正規公務員の場合ほど大きくない（図5）ことの背景にある要因と

考えれば整合的である．つまり正規民間職では直接的費用については育児休業制度などの

利用によりある程度抑えられている一方，公務員ほど間接的費用が大きくなく，その結果，

就業と出産の選択において，正規公務員において見られるほどの競合関係はないと考えら

れるのである．その意味で（それが当事者レベルで理想的な状態かどうかは別として16）），

正規民間職においてはその機会費用の存在にも関わらず，就業（継続）と出産は（ひとま

ずは）両立できているということになるだろう17）．

これは女性の就業と出生の両立を考える上で，就業継続の促進という日本型人事制度へ

の女性の組み込みを前提としたゴールの設定だけでなく，非正規雇用を含む両立支援策の

利用対象者の拡大や，正規雇用への中途採用の拡大といった雇用の流動性の担保や就業を

いったん中断した後のリカレント教育の機会の確保といった，これまで日本型人事制度が

想定してこなかった視点が重要であることを示すものといえよう．

以上のことから，本研究の命題である，女性はその人的資本が高く，あるいは初期キャ

リアが安定的であるほど，出産や育児に伴う就業の中断によって生じる機会費用が大きい

ことから，結婚後も就業を継続する傾向が強く，その結果，ライフコースを通した出生力

は低くなるという状況は1964-70年出生コーホート，その中でも大学卒業者や初期キャリ

アが正規公務員であった女性に限って妥当し，それ以外については妥当しないことが示さ

れた．

この世代は，男女雇用機会均等法の施行後に労働市場に参入しており，大卒者を中心と

する高学歴層や，公務員女性を中心とした安定的就業層にとって就業（継続）と出産，育

児がライフコースにおいて競合する選択肢として意識されたことが要因と考えられる．ま

た，初期キャリア別の分析結果からは，公務員に代表される長期雇用を前提とした日本型

人事制度を採用する職業は，最も充実した両立支援の対象となってきたにも関わらず，む

しろそうした職業に就く女性の間で子どもを持たない確率が高いことが示されたことは，

少子化対策のあり方を考える上で重要な視点を提示したといえよう．

最後に1970-75年出生コーホートで機会費用仮説が再び妥当しなくなることは，日本で

も今後，性別役割分業規範が大きく変化しジェンダー間の平等化が進むことで，女性就業

と出生力の関係がプラスに転じるというジェンダー革命仮説が妥当するようになることの

兆候なのかという点について考察しておきたい．

これについては現時点では確定的なことはいえないものの，本研究と同じ手法で1970-

79年出生コーホートについて分析した場合，人的資本や初期キャリアと安定的就業の関係

についてはそのままのパターンを維持したまま，大学卒業者の間で子どもを持つ確率が高

くなるという結果が得られている18）．また図5においても，同様の傾向が確認されている．

―21―

16）当事者レベルでの葛藤などについては例えば中野（2014）などに詳しい．その一方で現在の就業継続率が当

事者の期待水準との比較で高いのかどうかという点についても必ずしも明らかではない．

17）現時点での就業継続率が当事者レベルでの意図したものより低い場合，これは両立というよりは希望する出

生数の達成に合わせて就業（継続）が調整されていると捉えることが可能である．

18）詳細な結果は省略．しかし，このコーホートは2015年調査においてまだ36-45歳であり，出生の途中段階に

あることから，まだ確定的なことはいえないことに注意．



このことは，Fukuda（2013）に見られるように，日本においても今後，ジェンダー革命

仮説が妥当する可能性を示唆するものといえよう．

その一方で本研究はあくまで子どもを持たない確率について分析したものであり，

NagaseandBrinton（2017）が明らかにしたように有業の妻は第2子を持つまでに時間

がかかると同時に，夫の育児分担はそうした効果を部分的にしか相殺しないといった子ど

も数に関する論点については稿を改めて分析する必要があるといえよう．この点について

は今後の課題とすることで，本稿を締めくくりたい．

査読終了日 2018年12月27日
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AnEffectoftheHumanCapitalandtheEarlyCareeronMarriedWomen's
Fertility:RevisitingtheTrade-offbetweenFemaleLaborForceParticipation

andTheirFertility

YuKOREKAWA

Atrade-offbetweenfertilityandfemalelaborforceparticipation(FLFP)throughanopportu-

nitycosthaseverbeenassumedsinceBecker's(1960)newhomeeconomicsapproach,andJapan

isnotitsexception.TherealsohavebeenmanystudiesinJapanexploringfortheconditionsfor

compatibilityorevenapositiverelationshipbetweenFLFPandmotherhoodintheirlife-course,

sincetheenforcementoftheActforEqualOpportunityandTreatmentinEmploymentin1986,

whenFLFPbecameanavailableoptionforwomenforthefirsttimeinJapan.

However,therearemanymethodologicallimitationsinpreviousstudies.Thepresentstudy

aimstorevisitthetrade-offbetweenaprobabilityofenteringmotherhoodandFLFPbasedonthe

opportunitycosthypothesis,byassuminga(relaxed)cause-effectrelationshipbetweenwomen's

educationalattainmentandemploymentstatusatthetimeoftheirmarriageasprecedingvariables,

andtheirfertility(probabilityofchildlessness)andFLFPintheir40'sasoutcomes.Thedataused

inthisstudyarewomenintheir40sfrommultiplewaves(from11thto15th)ofthenationalfertility

survey(NFS)conductedbyNationalInstituteofPopulationandSocialSecurityResearch(IPSS).

AsaresultofthebiprobitmodelestimatingprobabilityofchildlessnessandFLFPinstable

employmentintheir40's,atrade-offbetweenaprobabilityofenteringmotherhoodandFLFP

throughanopportunitycostisonlyapplicabletoanuniversitygraduate,andacivilservantintheir

earlycareerwhobelongtothe1964-70birthcohort.ItisalsorevealedthattheActforEqualOp-

portunityandTreatmentinEmploymentinspiredhighlyeducatedandstable-employedwomento

trytorealizethecompatibilityofmotherhoodandFLFPintheirlifecourseforthefirsttimeinthe

modernJapan.
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特集：第15回出生動向基本調査（その３）

日本における無子に関する研究

守 泉 理 恵

はじめに

日本は，第2次世界大戦後に人口転換過程を完了し，少産少死型社会へ突入した．1970

年代初頭まで，合計特殊出生率は人口置換水準近傍を推移していたが，1974年以降，出生

率は置換水準を下回り続けている．1970年代半ば以降は，未婚化，晩婚化といった結婚行

動の変化が進み，それに伴い出産開始年齢の高齢化，つまり晩産化も進んだ．こうした

「結婚や出産の先送り行動」は先進諸国に共通した現象であるが，近年，そのひとつの帰

結として50歳時未婚者割合や無子割合の上昇がみられる．

日本においても，少子化が進行した1960～70年代生まれの人々の間で40～50歳代に至る

まで結婚しない・子どもを持たない男女が増加していることが明らかになってきている．

また，国立社会保障・人口問題研究所による日本の将来推計人口（平成29年推計）におい

ては，現在の結婚・出生行動を将来に投影した場合，2000年生まれの女性で50歳時の無子

割合が31.6％（出生中位仮定）に達すると推計している（国立社会保障・人口問題研究所

2017a）．日本の場合，結婚と出産が緊密に結びついていることから，女性よりも未婚率

が高い男性では，無子の割合はそれ以上になるだろう．今後，日本社会において，無子人

口は少なからぬシェアを持つ一大集団となっていく可能性が高い．

しかし，欧米先進諸国に比べて，日本において無子に焦点を当てたデータや学術的研究
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本研究の目的は，日本における無子割合の長期的動向や無子の特徴的な属性について明らかにす

ることである．データ上の制約により，女性の無子に関して分析を行った．日本の無子割合は，戦

前生まれの女性では10％前後で増減しながら推移し，1940年代生まれで最低値を記録した後，1960

年代生まれ以降で国際的に見ても高い2割超の水準に達していた．不妊や健康上の理由の場合（非

自発的無子）と，結婚・出産の延期や無子を望む等の場合（自発的無子）に無子をタイプ分類した

ところ，若い世代ほど大きく増えていたのは未婚型の自発的無子割合であった．また，2項ロジス

ティック回帰分析により未婚で無子志向型の25～39歳無子女性の特徴を分析したところ，このグルー

プでは低収入や異性の交際相手の不在により子どもを持つことをあきらめている女性が多いことが

示唆された．一方で30～49歳の有配偶女性の多項ロジスティック回帰分析では，無子と初婚年齢が

強く関連していたが，無子志向型の無子女性については，結婚の解消経験や子どもとのふれあい経

験の少なさといった要因も有意であった．

【キーワード】出生動向基本調査，無子女性，非自発的無子，自発的無子，日本



はまだ少なく，その動向や実態は十分な分析が行われていない．そこで，本稿では，おも

に出生動向基本調査のデータを用いて，日本における無子割合の長期的動向を把握し，さ

らに無子に特徴的な属性が見られるのかどうかについて分析を行う．無子の動向について

は，男女とも分析を行い，その共通点や差異を見出すことも重要だが，本稿ではデータ上

の制約のため，女性の無子について扱っている．本稿の構成は，Ⅰで無子の定義と先行研

究の知見を整理した後，Ⅱで具体的な3つの研究課題とそれを明らかにするために用いる

データ，分析方法について述べる．Ⅲは分析結果であり，まず日本における女性の無子割

合の長期的動向と国際比較，および子ども数に関する意識の推移を示す．次に無子の要因

別に無子女性のタイプ分類を行う．そして，タイプ別の無子女性の特徴について，多変量

解析により明らかにする．Ⅳはまとめと考察である．

Ⅰ．先進諸国における無子の増加とその要因

1． 無子の定義

Sardon（2003）によると，無子（childlessness）は，「子どもを生んだ（男性の場合，

自分の子どもを持った）ことがない状態」をさし，客観的に誰に対しても測定が可能であ

る．妊孕力の有無とは別の定義であるため，何らかの事情により子どもを生んだ（持った）

ことがなければ無子に分類される．ここでの「子ども」は基本的に生物学的につながりの

ある子どもをさす．女性の場合，再生産年齢の終盤（45～49歳）における無子女性の割合

を生涯無子率としてとらえることが多いが，男性の場合は再生産可能な年齢にばらつきが

あるため，どの時点で生涯無子とみるかは線引きが難しい．

一般的に，無子の原因について生物学的な理由（不妊）とその他の理由を区別するため，

その種類について以下の2タイプに分類される（Sardon2003）．

①非自発的無子（involuntarychildlessness）

不妊によるもの（不妊症や栄養状態，性感染症など病気が原因）．

②自発的無子（voluntarychildlessness）

自発的選択によるもの．禁欲，避妊，中絶，社会的要因（例えばパートナーの欠如）な

ど多様な原因による．

非自発的無子・自発的無子という分類は先行研究において共通に使われているが，実際

にはミクロレベルで明確にこの 2タイプに分けるのは難しいことが指摘されている

（Rowland2007;TanturriandMencarini2008;KreyenfeldandKonietzka2017;

Berrington2017）．例えば，結婚や出産の先送り（自発的無子）をしているうちに年齢

を重ね，子どもをほしいと思った時には妊孕力が低下し子どもを持てなかった（非自発的

無子）という 2タイプのミックスは一般的なパターンである．こうした人々を

Berrington（2004）は「無期限の先送り者（perpetualpostponers）」と呼んでいる．ま

た，社会経済の構造的事情から結婚することが困難な場合，パートナーの欠如という無子

要因は自発的無子とはいえないかもしれない．非自発的無子についても，近年の生殖補助
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医療の進歩で「不妊」と判断する境界線は変化し続けている．また，本人は子どもを欲し，

生殖能力にも問題がなかったとしても，パートナーが子どもを持ちたくないと考えていた

り，生殖能力に問題があって子どもを持てなかったりすることもある．これらを非自発的

無子とするか，自発的無子とするかは研究者の個別の判断になる．無子の研究においては，

分析に当たって用いた無子データの定義を明確に説明する必要がある．

2． 無子に関するこれまでの先行研究

無子に関する研究は，欧米先進諸国で1970～80年代から行われてきた（例えばdeJong

andSell1977;PostonandTrent1982;BloomandTrussell1984など）．とくに英語圏諸

国や北欧で先行研究が多い（Tanturrietal.2015）．無子は各個人の多様なライフコース

の結果として生じるものであるため，インタビュー調査によりライフヒストリーとともに

無子に至る要因を探る質的研究（Houseknecht1979;CarmichaelandWhittaker2007）

や，回顧的質問を含む横断調査やパネル調査のデータを分析する量的研究が数多く行われ

てきた．量的調査の個票データを用いた縦断的研究では，1960～70年代から出生意図

（fertilityintention）と実際の出生行動（fertilitybehavior）の関係を分析できる大規模

パネル調査が実施されたアメリカで多くの研究が行われてきた．しかし，2000年代に入る

とヨーロッパでも様々なパネルデータが利用可能となってきたため，無子に関する詳細な

研究が増えてきた（KreyenfeldandKonietzka2017）．近年は，分析手法の発展により，

生存分析やシークエンス分析などを用いてライフコースの観点から無子に至る軌跡を探る

研究も増えている（JalovaaraandFasang2017;Schaeperetal.2017;Tocchioni2018）．

欧米では，19世紀後半～20世紀初頭に無子割合が常に高かったことがわかっている．北

西ヨーロッパについては，晩婚と高い生涯未婚率を特徴とする「西ヨーロッパ的結婚パター

ン」（Hajnal1965）のもとで必然的に高い無子率がみられた．Rowland（2007）は，欧

米各国（アメリカ，オーストラリア，イギリス，フランス，フィンランド，ドイツ，オラ

ンダ）の45～49歳女性の無子割合の推移を出生コーホート別に調べており，無子割合は増

減を繰り返してきたことを明らかにしている．具体的には，1840年代生まれの女性コーホー

トから徐々に無子割合が上昇し，1900年前後のコーホートでピークを迎えたあと低下し，

1940年代出生コーホートで底を打った．そして，それ以降の出生コーホートでは再び上昇

傾向にある．ヨーロッパ女性の無子割合について，1900～70年代初頭出生コーホートを対

象に長期的動向の国際比較を行ったSobotka（2017）や，ヨーロッパおよびアメリカ，

オーストラリア女性の無子割合を扱ったMiettinenetal.（2015）でも同様の推移を指摘

している．Rindfussetal.（1988）が示した1920～80年のアメリカの白人女性の無子割合

でも，1920～50年の40歳時の値（出生コーホートで1880～1910年に当たる）は継続的に約

2割となっている（Rindfussetal.1988:62）．20世紀初頭に生まれた女性の高い無子割

合は，1930年代の世界恐慌により経済的理由から夫婦が出産を控えたことや第1次世界大

戦による男性パートナーの不足によるものであり，1920年代に生まれた世代の場合は，第

2次世界大戦の社会的混乱や男性パートナー不足に影響されたと考えられている
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（Rowland2007;Sobotka2017）．

1940年代出生コーホート以降の無子割合の増加と強さは地域や国によって異なる．西欧

諸国では1940年代から，北欧諸国では1950年代から，南欧諸国や中東欧諸国では1960年代

から無子割合が再び増加を始めた（Sobotka2017）．中東欧諸国は無子が非常に少なかっ

たが，社会主義制度崩壊後に成人した世代で急速に無子割合が上昇した．一方，北西欧諸

国では無子レベルの増加が止まりつつあり，イギリスやアメリカでは反転して低下の兆し

もみられるという知見も示されている（Berrington2017;Frejka2017）．

このように，ヨーロッパでは増加の時期に差を示しつつも，全体的に女性の無子割合は

上昇してきた．戦後生まれのコーホート，とりわけ1960年代以降生れのコーホートにおけ

る無子割合の上昇の要因については，結婚や出産の先送りによる自発的無子が大勢を占め

ており，その説明には低出生力の要因研究と重なる部分が大きい．置換水準を下回る出生

力水準に対する説明理論として，自己実現の重視，世俗化，避妊革命，結婚・家族観の変

化に注目した第二の人口転換論（vandeKaa1987）や，ライフコース選好で女性の仕事

と家庭の両立に関する就業行動を説明した選好理論（Hakim2003），子どもの費用（と

りわけ機会費用）と便益の比較考量や子どもの量と質の代替（Becker1960;Willis1973），

経済環境の変化によるリスク回避（MillsandBlossfeld2005）といった観点で出生率低

下を説明した経済学的理論，公私の場におけるジェンダー平等度合の不均衡を出生力低下

の要因とするジェンダー不平等論（McDonald2000）など，いずれも無子増加の説明理

論として敷衍できる．しかし，無子の動向を説明する包括的理論は未だ登場していない

（Tanturrietal.2015:41）．近年の研究においては，戦後出生コーホートでは「適切なパー

トナーの欠如」というパートナーシップ上の問題が大きいことが指摘されている

（Hayford2009:2013;Berrington2017;K�oppenetal.2017;JalovaaraandFasang

2017）．また，先送りの結果として増えている不妊問題に関連し，生殖補助医療の進歩や

その利用に関する国ごとの法的規制の違い等も無子の動向を見通す際に重要なポイントに

なりつつある（Sobotkaetal.2008;Pr�agandMills2017）．

欧米先進諸国をおもな対象として行われてきた先行研究の結果からは，自発的無子女性

の特徴的な属性として，非伝統的価値観（平等なパートナーシップ志向），世俗化（宗教

心の低下），高学歴，都市居住，専門職，離死別経験，晩婚・未婚が主に挙げられている

（deJongandSell1977;Bloom andTrussell1984;Heatonetal.1999;Abmaand

Martinez2006;Gonz�alezandJurado-Guerrero2006;Hoemetal.2006;Hagestadand

Call2007;TanturriandMencarini2008;Bagavos2010;MerzandLiefbroer2012;

Hayford2013;AvisonandFurnham2015;KreyenfeldandKonietzka2017など）．教育

程度と無子の関連については，高学歴女性に無子が多いという知見が主流であるものの，

近年ではさらに研究が進み，教育年数の多寡よりも，受けた教育分野の影響が大きいとい

う分析結果も示されている．例えば，教育・保健分野の教育を受けた女性は，高学歴者で

あっても無子となる確率が低いといった知見である（Neyeretal.2017;Bagavos2010）．

また，子どものいないライフスタイルを積極的に選択する「チャイルドフリー
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（childfree）」という考え方はそれほど広まっていないこと（MerzandLiefbroer2012;

Tocchinoni2018）や，若いうちから無子志向を表明する者は，社会経済的属性よりも育っ

た家庭環境や子どもとの親和性が低いといった特徴がみられること（Houseknecht1979），

理想子ども数や予定子ども数といった子ども数に関する意識の減退は多くの国で見られる

が，0人を理想または希望とする人はそれほど増えておらず，いまだ「2人」という子ど

も数への支持が強固であること（SobotkaandBeaujouan2014）も指摘されている．

データの制約から，無子の研究はおもに女性を対象として進められてきたが，男性の無

子についても関心が高まっている．男性は，一般的に女性より未婚率が高く，おしなべて

女性より無子割合は高い（Miettinenetal.2015:18）．Tanturrietal.（2015）らが行っ

た文献レビューによると，無子男性の特徴として，離婚経験がある，低学歴，低賃金の職

業といった属性が見られるという．また，男性の場合は，学術的な標本調査のデータから

無子割合を推定せざるを得ないことが多いが，女性と比較して婚外出生・前婚出生につい

て履歴を過少報告するケースが目立つなど，男性の出生歴の把握には問題が多いことも指

摘されている（Rendalletal.1999）．

翻って戦後日本の状況をみておく．日本で無子に関する分析や議論が目立ち始めたのは

2000年前後からである．最近まで無子が注目されてこなかったのは，日本では1970年代半

ばまで皆婚・皆産に近い状態で生涯無子の人々がかなり少なく，無子は不妊の問題と同一

視されがちであったことと，未婚化・晩婚化の開始後も，結婚タイミングが遅延している

だけでいずれ多くが結婚し子どもを持つはずだと想定されていたことが関係しているだろ

う．1980年代後半のバブル期には，共稼ぎで子どもを持たないライフスタイルを意味する

「DINKs（DoubleIncomeNoKids）」という言葉がアメリカから入ってきて，そうした

生活を積極的に選択している夫婦の呼称として一般にも流布した．ただし，一般的なイメー

ジとは異なり，実際にはDINKsはそれほど増えず，実態は子どもを持つことを先送りし

ているために一時的に無子であるという夫婦が多かった（岩澤 1999）．

しかし，2000年前後には，無子の増加が各種調査データで明確に観察されるようになっ

た．国勢調査データから算出される50歳時未婚者割合は，男女とも1～5％程度であった

ものが，男性で1995年に8.99％，2000年に12.57％，2005年に15.96％と急増し，女性も

2010年に10.61％と1割を超えた．日本では結婚と出産が緊密に関連しているため，50歳

時未婚者のほとんどは無子である．また，晩婚化だけでは説明できない夫婦の出生力低下

が指摘されたり（国立社会保障・人口問題研究所 2002：12），長らく安定的であった夫婦

の完結出生児数１）が1990年代以降に結婚した夫婦で低下し，無子夫婦の割合も微増を始め

たりするなど（国立社会保障・人口問題研究所 2017b：39-40），夫婦の出生行動の変化も

明らかになってきた．

こうした状況を背景に，2000年前後から学術的研究や一般の書籍等で無子が取り上げら

れる機会が増加してきた．無子に関連した学術的研究としては，原（2000：2008），Hara
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1）結婚持続期間15～19年の夫婦の平均出生子ども数．



（2008），坂爪（2006），岩澤・三田（2007），菅（2008），松村（2011），福田・守泉（2015）

などがある．原（2000：2008）・Hara（2008）はドイツの無子の状況を主に扱っている

が，無子に関する統計，理論，社会的背景について詳細に述べており，日本の状況への示

唆にも富んだ一連の研究を発表している．坂爪（2006）は，出産が女性の生涯所得や賃金

に与える影響を考慮した子ども数に関する経済学的モデルを構築し，無子選択について説

明できる理論モデルを提示した．岩澤・三田（2007）は，第1子年齢別出生率から推計し

た無子割合の年次推移を国勢調査や人口推計（総務省統計局）の女性人口に当てはめて無

子の女性人口の年次推移を推計し，1980年代から右肩上がりに無子人口数が増えているこ

とを示した．菅（2008）は，『結婚と家族に関する国際比較調査』の個票データを用いて，

女性だけでなく男性も対象に40歳時点での無子の動向とその決定要因について分析を行っ

た．プロビットモデルによる分析結果からは，初婚年齢と初婚の解消が無子確率を高める

効果が大きく，また，その効果は男女で差がみられることを指摘している．松村（2011）

は国勢調査の同居児表を用いて有配偶無子女性の動向や属性を観察し，就業者と非就業者

の無子割合は40歳頃に差がなくなることや，高学歴の有配偶女性で無子割合が高いこと等

を見出した．福田・守泉（2015）は，『21世紀成年者縦断調査』の第1回～10回までのパ

ネルデータを用いて希望子ども数の変化について分析した．記述統計で希望子ども数の一

致度を見たところ，第1回調査時に希望子ども数が0人であった女性のうち，9年後も希

望0人であった割合は62.4％で比較的高かった．しかし，残りのうち2割の女性が希望子

ども数2人に変化していた．この研究では，全体として，希望子ども数の変化には，結婚

や出生といったイベントの経験と加齢の3要因が大きく関わっていることを明らかにして

いる．

本研究と同様のデータ・観点の研究では，本稿の前身となる守泉（2016）や，Mogi

（2018）がある．Mogi（2018）は，第10回～14回出生動向基本調査の独身者・夫婦調査デー

タを用い，ライフスタイル選択としての無子と，環境的無子を区別して，コーホート別の

推移を観察した．そして1960～70年代出生コーホートでは，それ以前のコーホートと異な

り，ライフスタイル選択としての無子がもっとも主要な理由となったことを指摘している．

一般書でも吉田（1998），ケイン（2001），バートレット（2004），衿野（2011）などが

刊行されてきた．近年では，2016年2月に発売された『FRaU』3月号（講談社）に掲載

された女優・山口智子のインタビュー記事２）をきっかけに子どもを持たない女性の生き方

に対する社会的関心が高まり，無子女性を扱った多くの一般書が刊行された（香山 2016；

酒井 2016；下重 2017；くどう 2017；吉田 2017；奥平 2017）．これらの一般書では，結

婚して子どもを持つライフコースが社会規範的にも，各種制度設計でも標準とされている

日本社会において，子どもがいない人生をどう受け止め，生きていくかといったテーマが

おもに扱われている．戦後の日本社会は，年金・医療以外の社会保障について，性別役割
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2）「私はずっと、子供を産んで育てる人生ではない、別の人生を望んでいました。今でも、一片の後悔もない

です。」（抜粋）との発言が掲載された．（インターネット上に記事が全文公開されている．

https://frau.tokyo/_ct/16939866（2018年10月4日最終確認）



分業を前提として企業や家族に依存する形で発展してきた経緯もあり，配偶者や子どもが

いない人々は，そのセイフティーネットから外れがちであるという問題がある（守泉

2017）．

以上，先行研究からは，無子は各人のライフコース選択の帰結であり，無子の人々の特

徴的な属性はある程度明らかになっているものの，無子の説明理論にはさまざまな議論が

あることがわかる．先進諸国で共通して無子割合が上昇している1960年代出生コーホート

以降の若い世代では，確固たる無子志向者が増えたというより，結婚・出産の先送りの結

果で無子になった者が多いとみられており，とくにパートナーシップの影響が大きいこと

が指摘されている．

Ⅱ．研究課題と利用データ，分析方法

本研究の目的は，各種調査データを用いて，日本における無子割合の長期的動向や無子

女性の属性を明らかにすることであるが，このために3つの研究課題を設定した．

第一の課題は，日本における無子割合の長期推移と現状はどうなっているかを調べるこ

とである．このために，コーホートで見た45～49歳時の無子割合の長期データを国勢調査

および出生動向基本調査から取得する．国勢調査は，既婚女性の出生数を調べていた1950

（昭和25）年，1960（昭和35）年，1970（昭和45）年の公表された結果表からデータを得

た．出生動向基本調査は個票データを特別集計した．また，日本の現状の無子女性割合が

国際的にみてどのような水準であるのかを確認するため，OECDFamilyDatabase掲載

データを用いて，主要先進諸国の生涯無子率を比較する．さらに，子ども数に関する意識

の推移も調べる．

第二の課題は，日本の無子女性増加の原因は何かを探ることである．このために，出生

動向基本調査のデータで自発的無子，非自発的無子のタイプ分類を試みる．ここでは出生

動向基本調査の第10，13～15回の夫婦・独身者調査のデータを用いる．理想のライフコー

スと希望子ども数（独身女性）や，理想・予定子ども数等のデータ（妻）でタイプ分類を

行い，その構成変化を年齢およびコーホート別に比較する．

第三に，無子の女性に特徴的な属性があるかどうかを検討する．第二の課題で分類した

無子女性のデータを用い，2つの多変量解析を行う．ひとつは，未婚・同棲経験なしの無

子志向型女性の特徴に関する分析である．もうひとつは，有配偶女性について，有子女性

と比較した無子女性の特徴に関する分析である．子どもに関する意識や有無はパートナー

シップの状態に大きく影響されるため，未婚者と有配偶者は分けて分析を行うこととした．

本稿でおもに用いるデータは，出生動向基本調査によるものである．この調査は，国民

生活基礎調査の調査地区から層化無作為抽出法により調査地区を抽出し，地区内すべての

世帯に居住する18歳以上50歳未満の独身男女（独身者調査対象），妻の年齢が50歳未満の

夫婦（回答者は妻，夫婦調査対象）を客体として行われた．調査期日は各調査年の6月1

日である．女性の無子割合の長期的動向には第7回～第15回のデータを特別集計したが，
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本研究でおもに用いたのは第10回，第13～15回の調査データである．これらの調査回の概

要は以下のとおりである．

無子女性の分析において，第10回と第13～15回のデータをおもに用いた理由は，この4

回の調査では独身・有配偶両方の女性の調査時点までの生涯出生子ども数が把握できるか

らである．これらの調査回では，独身者には調査時点までの出生歴をたずねており，妻に

は現在の結婚より前も含めて出生歴をたずねている．本稿では，これらの設問で把握でき

た女性の生涯出生子ども数がゼロの場合を無子とした．なお，夫婦調査データにおいて前

婚以前を含めた出生子ども数のデータは不詳が多いため，初婚同士の夫婦については，現

婚より前の出生子ども数が不詳の場合は，現婚の出生子ども数を妻の生涯出生子ども数と

した．再婚の妻については，前婚以前を含めた出生子ども数のデータをそのまま使用した．
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表１ 出生動向基本調査の概要：第10回，第13～15回

独身者調査

調査回 調査年
調査
地区数

配布数 回収数
有効
回収数

回収率
有効
回収率

第10回 1992 490 12,394 10,873 9,636 87.7％ 77.7％

第13回 2005 700 12,482 9,900 8,734 79.3％ 70.0％

第14回 2010 840 14,248 11,487 10,581 80.6％ 74.3％

第15回 2015 900 11,442 9,674 8,752 84.5％ 76.5％

夫婦調査

調査回 調査年
調査
地区数

配布数 回収数
有効
回収数

回収率
有効
回収率

第10回 1992 490 10,878 10,296 9,908 94.6％ 91.1％

第13回 2005 700 7,976 7,296 6,836 91.5％ 85.7％

第14回 2010 840 9,050 8,252 7,847 91.2％ 86.7％

第15回 2015 900 7,511 6,867 6,598 91.4％ 87.8％



Ⅲ．分析結果

1． 日本における無子割合の長期的動向と現状

� コーホートでみた無子割合の長期的動向

表2は，国勢調査および出生動向基本調査のデータから，女性の出生年別に無子割合の

動向をみたものである．なお，参考として示したマックス・プランク人口研究所（ドイツ）

のHumanFertilityDatabase（以下，HFD）のデータは，日本の人口動態統計から作成

されたものである．基本的に，無子データの情報源はセンサス・学術的標本調査・人口動

態統計（登録人口統計）の3つとなる．

女性の無子割合は，分母となる女性総数と，分子となるパリティ0の女性数がわかれば

計算できるが，全ての配偶関係を含む女性総数に対する無子割合のデータは意外と手に入

らない．戦前の出生コーホートは，基本的に結婚を経験した女性に対する集計となってい

るが，離死別者のデータは含まないことが多い．表2では，少しでも女性全体の無子割合

に近い数値を得るため，国勢調査については別途配偶関係別人口のデータから未婚人口数

を得て，未婚者はすべて無子とみなしたうえで無子割合を計算した３）．また，1905～25年

生まれの女性は夫と同居の既婚日本人女性のデータしかないが，この中でも1915～25年生

まれの女性は，1945年の第2次世界大戦終了時に20～30歳であり，夫と死別または別居状

態であった女性も多かったと推測される．1920年前後の出生コーホートでは，実際には無

子女性割合はもっと高い可能性がある．国勢調査で出生数のデータが取れるのは1970年調

査までであるため，センサスデータで45～49歳時無子割合が算出できるのは1925年生まれ

までとなる．

1927年以降は出生動向基本調査のデータによる．出生動向基本調査は，1977年の第7回

調査まで夫婦調査のみ行っており，第8回（1982年）から独身者調査が始まった．しかし，

第8回と第9回は対象者が35歳未満の独身男女となっていたことから，1927～42年生まれ

までは有配偶女性のデータしかない（再婚者は前婚以降の出生のみ把握）．つまり，1927

～42年出生コーホートの無子女性割合の算出には未婚者と離死別者のデータが抜けており，

そのほとんどが初婚継続の妻のデータとなる．そのため，無子女性割合が3～4％台と低

い値を示している．この世代が50歳前後となっている1980年，85年，90年の国勢調査を見

ると，女性の50歳時未婚者割合はそれぞれ4.45％，4.32％，4.33％である．表2に示され

ている1927～32年，32～37年，37～42年生まれの有配偶女性の無子割合に，1980，85，90

年の50歳時未婚者割合を単純にそれぞれ足すと9.25％，8.72％，8.13％となる．また，離

死別者のデータが入った1942～47年生まれ女性の無子割合が8.9％であることも勘案する
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3）嫡出でない子の出生総数に対する割合（いわゆる婚外子割合）は，1920年の8.25％から直線的に低下し，

1930年6.44％，1940年4.10％，1950年2.47％，1960年1.22％となったあと，1980年代半ばまで1％未満，2000

年代半ばまで2％未満で推移し，現在も3％未満の水準である．よって，1920年代出生コーホート頃まで，未

婚女性をすべて出生ゼロとみなすのは少々粗い仮定となる可能性があるが，未婚女性の出生データが得られな

いため，本稿では一律にゼロとした．



と，やはりこれらの世代では無子女性割合は低めであったと推測される．なお，国勢調査

では国籍について調べているため，「日本人女性」と限定した集計を行っている．出生動

向基本調査では国籍を調べていないため，日本人に限定した集計ではない．
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表２ 各調査データにみる無子女性割合：45～49歳

出生年 調査年次 集計対象 集計外事項 国勢調査
出生動向
基本調査

参考）HumanFertility
Database9）

1890～1895年1） 1950
既婚日本人女性
及び未婚女性

なし 12.3

1895～1900年2） 1950
既婚日本人女性
及び未婚女性

なし 11.0

1900～1905年 1950
既婚日本人女性
及び未婚女性

なし 10.4

1905～1910年2） 1960
夫と同居の既婚日本人
女性及び未婚女性

離死別者，夫と別居の
有配偶者

9.9

1910～1915年 1960
夫と同居の既婚日本人
女性及び未婚女性

離死別者，夫と別居の
有配偶者

9.7

1915～1920年2） 1970
夫と同居の既婚日本人
女性及び未婚女性

離死別者，夫と別居の
有配偶者

11.0

1920～1925年 1970
夫と同居の既婚日本人
女性及び未婚女性

離死別者，夫と別居の
有配偶者

11.4

1927～1932年3） 1977
有配偶女性
（再婚者含む）

未婚・離死別者，再婚
者の前婚以前の出生

4.8

1932～1937年3） 1982
有配偶女性
（再婚者含む）

未婚・離死別者，再婚
者の前婚以前の出生

4.4

1937～1942年4） 1987
有配偶女性
（再婚者含む）

未婚・離死別者，再婚
者の前々婚以前の出生

3.8

1942～1947年5） 1992 全配偶関係の女性
再婚者の前々婚以前の

出生
8.9

1947～1952年6） 1997
有配偶女性（再婚者含
む）及び未婚女性

離死別者，再婚者の前々
婚以前の出生

8.2

1952～1957年7） 2002
有配偶女性（再婚者含
む）及び未婚女性

離死別者，再婚者の前
婚以前の出生

10.1 11.8（1954年）

1955～1960年8） 2005 全配偶関係の女性 なし 12.7 14.2（1957年）

1960～1965年 2010 全配偶関係の女性 なし 16.0 18.9（1962年）

1965～1970年 2015 全配偶関係の女性 なし 21.8 24.6（1968年）

注：出生子ども数・配偶関係不詳を除いて割合を算出した．国勢調査の集計対象は15歳以上の日本人既婚女性
（1960・70年は夫と同居の日本人既婚女性），『出生動向基本調査』は注3～8を参照のこと．国勢調査におけ
る未婚女性は子ども数0人として算入．女性／妻の年齢45～49歳（調査時）における無子割合．1）妻の年齢
55～59歳（調査時）．2）妻の年齢50～54歳（調査時）．3）現婚における出生のみ．4）再婚者は前婚までの出
生数を含む．5）再婚の有配偶女性は前婚と現婚の出生数の合計．離死別者は調査時までの出生数．6）再婚の
有配偶女性は前婚と現婚の出生数の合計．7）有配偶女性は現婚における出生のみ．8）再婚の有配偶女性は初
婚と現婚の出生数の合計，離死別女性は初婚での出生数．9）『人口動態統計』（厚生労働省）より算出した第1
子パリティ拡大率の補数．カッコ内は女性の出生年．
資料：調査年次が1970年以前は総務省統計局『国勢調査報告』（1950年・60年は10％抽出集計結果，70年は1
％抽出集計結果），1977年以降は国立社会保障・人口問題研究所『出産力調査』および『出生動向基本調査』，
HumanFertilityDatabase（https://www.humanfertility.org/cgi-bin/main.php）による．



以上の留意点を踏まえつつ表2を見ると，全体の動きとしては欧米先進諸国の女性の無

子割合の推移と似ている．1900年前後と1920年前後のコーホートで無子割合が高めで，

1930～40年代出生コーホートは低く，戦後生まれの世代で無子割合が急増している．戦後

生まれ世代では，1950年代後半の出生コーホートで1890～1895年出生コーホートと同程度

の無子割合に達した後，1960年代生まれ以降で急速に無子割合が伸びた．欧米先進諸国で

は，1960年代以降の若いコーホートでも，無子割合は1900年前後の世代よりは低いか，比

肩するレベルであることが指摘されているが（Sobotka2017），日本の場合は1960年代以

降のコーホートの無子割合は過去コーホートに比べてかなり高い水準に達しており，デー

タが取得できる範囲で，今までにない状況であることがわかる．なお，表2には，1950年

代出生コーホート以降について人口動態統計データをもとにしたHFDの無子割合も掲載

したが，出生動向基本調査の値よりも若干高い．出生動向基本調査は標本調査であること

から，無回答誤差や回答誤差により無子割合が低めに出ている可能性がある．

� 無子女性割合の国際比較

日本女性の無子割合の水準が，国際的にみてどのような位置づけであるかを把握してお

こう．図1は，OECDFamilyDatabaseに掲載されている無子割合のデータに，日本・

イタリア・フランス・ドイツ・ロシアのデータを加えてグラフ化したものである．

日本の1960年代後半出生コーホートの無子割合は，国際的にみても非常に高い水準にあ

ることがわかる．図1には，各国の同時期の合計特殊出生率も示したが，日本を含む上位

5か国は，出生率が低く無子割合も高い少子化国である．イギリスからアメリカまでは比

較的出生率が高いものの無子割合も高い国々で，これらの国では無子にとどまる女性が多

い一方，2人以上の子どもを持つ女性も一定数おり，出生行動が2極化している．また，

ロシアや中東欧諸国を中心に無子女性割合は低いが出生率も低い国々がある．この場合は，

無子に不寛容な社会的規範のために，多くの女性が子どもを持つが，1子にとどまる人々

も多いといった出生パターンがみられる（Sobotka2017）．
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� 子ども数の理想・希望「0人」の推移

最後に，何人子どもを持ちたいかといった理想・希望子ども数分布の変化を見ておこう．

表3は，未婚女性の希望子ども数0人の割合，および初婚どうしの夫婦の理想子ども数0

人の割合である．直近の第15回調査では，35歳未満の未婚女性の6.9％が希望子ども数は

ゼロと回答し，夫婦でも3.5％が理想子ども数をゼロとしている．両指標とも，最近の調

査回に向かって増加傾向にある．しかし，なぜ理想・希望子ども数をゼロと回答する女性

（または夫婦）の割合が上昇しているのかはよくわかっていない．
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図１ 無子女性割合の国際比較：2010－11年に40～44歳（1960年代後半出生コーホート）

注：無子女性割合について，カナダは2007年，ニュージーランドは2006年，イスラエル・トルコは2008年，韓国
は2005年のデータ．日本・イタリア・フランス・ドイツ・ロシアのデータは空欄となっていたため，日本は第14
回出生動向基本調査（2010年実施）の40～44歳女性の無子割合を集計して入れた．フランスとイタリアの数値は
Miettinenetal.（2015）のAppendixTable2aより引用し，ドイツとロシアはCohortFertilityandEducation
（CFE,http://www.cfe-database.org/）サイトよりデータを取得して算出した．各国の合計特殊出生率（TFR）
は2010年の値．
資料：無子割合はOECDFamilyDatabase（http://www.oecd.org/els/family/SF_2-5-Childlessness.pdf），
TFRはEUROSTATDatabase（https://ec.europa.eu/eurostat/data/database）よりデータ取得．

表３ 夫婦の理想・予定子ども数，未婚女性の希望子ども数における「0人」の割合の推移

第7回
（1977）

第8回
（1982）

第9回
（1987）

第10回
（1992）

第11回
（1997）

第12回
（2002）

第13回
（2005）

第14回
（2010）

第15回
（2015）

希望子ども数
0人

－ 3.8 3.3 4.1 5.1 6.4 5.3 5.3 6.9

理想子ども数
0人

0.3 1.6 1.2 1.5 1.8 1.6 2.5 2.9 3.5

注：希望子ども数は，「いずれ結婚するつもり」と回答した18～34歳の未婚者総数についての値．理想・予
定子ども数は，妻の年齢50歳未満の初婚どうしの夫婦総数についての値．
資料：国立社会保障・人口問題研究所（2017），68・70ページ．



以上から，1900年前後出生コーホート以降の日本の無子女性割合は，欧米先進諸国と似

たパターンで増減してきたこと，1930～40年代出生コーホートで最も低い水準に達した後，

1960年代出生コーホート以降で急激に上がり，過去にない高い水準に達していること，そ

して国際的にみても現在の日本の水準はかなり高いことがわかる．また，子ども数に関す

る意識の上でも，無子志向を表明する女性の割合は増えている．

2． 無子女性のタイプ識別とその動向に関する分析

� 無子女性のタイプ分類

前節のデータから，日本において無子女性や希望・理想子ども数ゼロの女性の割合は増

えていることが分かったが，その内訳はどのような構成になっているのだろうか．これを

探るため，第10回・第13～15回の出生動向基本調査データ（夫婦調査・独身者調査）を用

いて無子のタイプ分類を行った．調査データでこの分類を具体的に操作化する際のフロー

チャートが図2であり，6つの無子タイプを識別している．

まず，パートナーシップ形成経験の有無の観点から，無子女性を結婚または同棲経験の

有無別に分類する．A．未婚かつ同棲経験あり及び離死別経験者，B．未婚かつ同棲経験

なし，そしてC．初婚有配偶及び再婚有配偶の3グループである．Aに該当する独身女性

は，「パートナーシップ解消型」の無子とする．Bに該当する独身女性については，結婚

し子どもを持つコース４）を理想としているか，ライフコース選択はどうあれ希望子ども数

が1人以上の女性を「B1．未婚型」とする．理想のライフコースが非婚，結婚するが無

子，その他５）のいずれかで，希望子ども数が0人６）の場合を「B2．未婚無子志向型」に

分類する７）．AとB1をまとめて「結婚困難型」と呼ぶ．

Cの有配偶女性グループについては，理想子ども数が0人のグループと1人以上のグルー

プに分け，理想・予定子ども数とも0人である夫婦の妻は「C1．有配偶無子志向型」と

する．これとB2の未婚無子志向型をまとめて「無子志向型」と呼ぶ．理想子ども数1人

以上のグループはさらに2つに分ける．ひとつは，理想・予定子ども数が同数で，不妊の

心配がないか，または心配はしても特に医療機関に行かなかった女性と，理想より予定子

ども数が少ないが，不妊や健康理由を選択していない女性で，このグループは「C2a．出

産延期型」とする．もうひとつは，不妊や健康理由による無子と推定されるグループであ
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4）「あなたの理想とする人生はどのタイプですか。」という質問で，「結婚し、子どもを持つが、仕事も続ける」

「結婚し子どもを持つが、結婚あるいは出産の機会にいったん退職し、子育て後に再び仕事を持つ」「結婚し子

どもを持つが、結婚あるいは出産の機会にいったん退職し、その後は仕事を持たない」のいずれかを選択した

女性．

5）「あなたの理想とする人生はどのタイプですか。」という質問で，「結婚せず、仕事を続ける」「結婚するが子

どもは持たず、仕事を続ける」「その他」のいずれかを選択した女性．「結婚せず、仕事を続ける」という選択

肢では，子どもの有無を問うていないが，ここでは子どもを持つつもりはないとみなす．

6）第10回調査では，「いずれ結婚するつもり」と回答した者だけに希望子ども数をたずねている．本稿では，

第10回調査で「一生結婚するつもりはない」と回答した場合，希望子ども数も0人とみなした．

7）独身者調査では，不妊・健康上の理由で結婚・出産をあきらめている女性を識別できないため，このカテゴ

リにそうした理由での無子女性が混在している可能性がある．



る．理想より予定子ども数が少なく，その理由に不妊・健康理由を選択した女性８），また

は理想・予定子ども数は同数だが不妊の心配があって検査・治療経験もある女性を「C2b．

不妊・健康理由型」に分類する９）．なお，妊娠中の無子女性と，理想子ども数が0人だが

予定子ども数が1人以上の無子女性10）は除外した．以上の分類では，「C2b．不妊・健康

理由型」が非自発的無子で，その他の5類型は自発的無子とする．

� 年齢別にみた無子タイプ構成割合の変化

前述した無子類型化を用い，女性全体の有子・無子別構成割合をみたのが表4である．

未婚化・晩婚化の進行と整合的に，25歳以上の年齢層では，若いコーホートほど無子女性

割合が上昇している．45～49歳層では，42～47年出生コーホートで6.5％であった無子割

合が，65～70年出生コーホートでは19.4％と約2割を占めるまでに上昇した．ただし，無

子女性の割合は，1960年代生まれで上昇したが，1970年代生まれ以降はその上昇基調が続

いていない．例えば，35～39歳層の70～75年出生コーホートと75～80年出生コーホートで
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図２ 無子女性のタイプ分類のフローチャート

8）理想子ども数より予定子ども数が少ない理由についての質問で，第10回は「子供が生めないから」，第13～

15回は「ほしいけれどもできないから」「健康上の理由から」を選択した女性．

9）第10回調査では，不妊の心配に関する設問がないため，理想・予定子ども数が同数である女性については，

それ以上の分類は行わず出産延期型に分類した．

10）妊娠中の無子女性数は，第10回（197），第13回（88），第14回（117），第15回（104）であった．理想子ども

数が0人で予定子ども数が1人以上の客体数は，第13回（1），第14回（1），第15回（2）であった．



は，無子女性割合が23.9％と24.1％でほぼ同水準である．30～34歳では，80～85年生まれ

でその前のコーホートより無子女性割合が低下している．1970年代後半以降の出生コーホー

トはまだ40歳未満であるため，今後の動向を見る必要があるが，無子女性の拡大傾向は落

ち着きを見せ始めているといえる．
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表４ コーホート別にみた，子どもの有無・無子タイプ構成割合の変化

タイプ分類／年齢・出生年
～24歳 25～29歳 30～34歳

67-75年 80-85年 85-91年 90-96年 62-67年 75-80年 80-85年 85-90年 57-62年 70-75年 75-80年 80-85年

女性総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（客体数） （2,624）（1,735）（1,955）（1,432）（1,798）（1,392）（1,438）（1,145）（1,952）（1,808）（1,881）（1,375）

無子女性割合 93.1 93.9 93.6 93.9 51.5 66.0 67.4 69.1 19.2 35.2 41.4 37.7

（有配偶無子） （3.2） （2.0） （1.5） （1.4）（15.6）（10.9） （9.2） （7.9） （7.9） （9.8）（11.8） （8.9）

（独身無子） （89.9）（91.9）（92.1）（92.5）（35.9）（55.1）（58.2）（61.2）（11.3）（25.3）（29.6）（28.8）

無
子
類
型
別
割
合

結婚困難型 85.4 86.7 86.3 86.2 34.0 52.6 54.7 56.2 10.0 22.6 27.1 25.2

（A．パートナーシップ解消型） （2.7） （5.3） （3.6） （3.7） （2.4） （7.0） （5.5） （6.2） （1.0） （4.3） （3.6） （4.7）

（B１．未婚型） （82.7）（81.4）（82.7）（82.5）（31.6）（45.5）（49.2）（50.0） （9.0）（18.3）（23.4）（20.5）

無子志向型 4.5 5.3 5.9 6.4 2.8 3.2 3.9 5.6 2.4 3.6 3.8 4.7

（B2．未婚無子志向） （4.5） （5.2） （5.8） （6.3） （1.9） （2.5） （3.5） （5.1） （1.3） （2.8） （2.5） （3.6）

（C1．有配偶無子志向） （0.0） （0.1） （0.1） （0.1） （0.9） （0.7） （0.3） （0.5） （1.1） （0.8） （1.3） （1.1）

C2a．出産延期型 3.1 1.7 1.3 1.2 14.6 8.3 6.9 5.7 6.2 6.5 7.3 4.6

C2b．不妊・健康理由型 0.1 0.2 0.2 0.1 0.1 1.9 1.9 1.7 0.6 2.5 3.2 3.3

有子女性割合 6.9 6.1 6.4 6.1 48.5 34.0 32.6 30.9 80.8 64.8 58.6 62.3

（有配偶有子女性） （6.7） （5.5） （5.3） （4.5）（47.1）（31.5）（29.0）（27.5）（78.8）（60.3）（53.5）（57.2）

（独身有子女性） （0.2） （0.6） （1.1） （1.6） （1.4） （2.4） （3.6） （3.4） （1.9） （4.5） （5.2） （5.0）

タイプ分類／年齢・出生年
35～39歳 40～44歳 45～49歳

52-57年 65-70年 70-75年 75-80年 47-52年 60-65年 65-70年 70-75年 42-47年 55-60年 60-65年 65-70年

女性総数 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

（客体数） （2,141）（1,854）（2,512）（1,833）（2,659）（1,754）（2,262）（2,348）（1,939）（1,599）（2,095）（1,961）

無子女性割合 10.0 20.0 23.9 24.1 7.1 15.4 19.4 19.7 6.5 10.1 13.5 19.4

（有配偶無子） （4.3） （7.1） （8.0） （7.3） （3.4） （7.0） （6.9） （7.9） （3.3） （4.4） （5.8） （8.2）

（独身無子） （5.8）（12.9）（15.9）（16.7） （3.7） （8.4）（12.5）（11.8） （3.2） （5.7） （7.7）（11.2）

無
子
類
型
別
割
合

結婚困難型 4.8 11.4 13.8 14.1 2.8 7.0 10.2 9.0 2.5 4.9 5.5 7.9

（A．パートナーシップ解消型） （1.1） （2.2） （2.3） （2.7） （0.9） （1.5） （3.1） （2.4） （1.0） （1.8） （1.8） （2.7）

（B１．未婚型） （3.6） （9.2）（11.5）（11.3） （1.9） （5.5） （7.1） （6.6） （1.5） （3.1） （3.8） （5.3）

無子志向型 1.9 3.4 4.3 4.2 2.0 4.1 4.8 6.6 1.5 2.8 4.7 7.0

（B2．未婚無子志向） （1.0） （1.5） （2.1） （2.7） （0.9） （1.4） （2.3） （2.8） （0.7） （0.8） （2.1） （3.3）

（C1．有配偶無子志向） （0.9） （1.9） （2.1） （1.5） （1.1） （2.7） （2.5） （3.7） （0.9） （2.1） （2.5） （3.7）

C2a．出産延期型 2.1 2.8 3.1 2.8 1.1 1.4 1.6 1.7 1.1 0.7 0.8 1.4

C2b．不妊・健康理由型 1.3 2.5 2.7 3.0 1.2 2.9 2.7 2.5 1.3 1.6 2.5 3.1

有子女性割合 90.0 80.0 76.1 75.9 92.9 84.6 80.6 80.3 93.5 89.9 86.5 80.6

（有配偶有子女性） （87.6）（74.6）（70.6）（70.3）（88.7）（79.5）（73.8）（73.2）（88.2）（83.4）（79.0）（71.3）

（独身有子女性） （2.4） （5.4） （5.5） （5.6） （4.2） （5.1） （6.8） （7.1） （5.3） （6.5） （7.4） （9.2）

注：本表では妊娠中の無子女性や，無子類型化の際に使用した変数が不詳の無子女性が除かれた集計となって
いるため，表2の45～49歳時無子割合より若干低い値が出ていることに留意されたい．
資料：出生動向基本調査（独身者・夫婦調査）第10回・第13～15回のデータを用いた特別集計．



無子女性の類型別の動向をみると，大きく増えたのは結婚困難型の無子女性である．そ

の中でも未婚型の増加が大きく，このタイプはどのコーホート・年齢層でも最多の無子タ

イプである．パートナーシップ解消型（離死別，同棲解消）の無子女性も若いコーホート

ほど微増している．結婚困難－未婚型に次いで増えたのは無子志向型の無子女性であるが，

このタイプも若い世代ほど少しずつ増えている．各年齢層の一番右側の列は，第15回調査

の集計結果であるが，これを見ると，女性全体に占める無子志向型の割合はどの年齢層で

も5％前後である．このグループに属する女性は固定的なのか，それとも年齢とともに入

れ替わっているのかは本調査の集計からはわからないが，近年の状況では，無子志向層は

女性全体の中でもおよそ5％前後であるようだ．

非自発的無子つまり不妊・健康理由型の割合を45～49歳層で見ると，女性全体からみて

1～3％程度と小さいシェアであるが，近年の出生コーホートほど微増している．不妊や

健康上の理由によって子どもを持てなかった女性は，晩婚化の進行とともに少しずつ増え

ている．

3． 無子女性の特性に関する分析

� 未婚女性における無子志向型の特性に関する分析

ここでは，独身無子女性のうち，前節で分類した無子志向型の女性グループが「チャイ

ルドフリー」と言えるような積極的なライフスタイル選択による無子志向なのか，それと

も社会経済的に困難を抱えているために結婚・出産意欲を持ちにくいことによる無子志向

なのかについて，第15回調査（2015年実施）のデータを用いて多変量解析により検討を行

う．

前節で行った無子タイプ分類について，独身の無子女性総数を100％として未婚無子志

向型，結婚困難－未婚型，結婚困難－パートナーシップ解消型のタイプ構成割合をみると

（図表の掲載は割愛），年齢が上がるにつれて未婚無子志向型の割合は上昇している．これ

は加齢に伴って一部の女性が結婚・出産をあきらめ，または子どもを持つことに関心を失

い，高年齢層で無子ライフコースや希望子ども数0人の選択率が高まるためと考えられる．

第15回調査では，未婚無子志向型は20歳代で10％未満，30歳代は前半で12.6％，後半で

16.0％となり，40歳以上になると2割を超える（40歳代前半で23.7％，後半で29.5％）．よっ

て，40歳以上の独身女性も含めて分析した場合，それ以前から無子を志向していた女性に

加えて，年齢理由で無子志向に転換した女性も増えてくるため，無子志向型の女性の特徴

が見えにくくなるおそれがある．そこで，40歳以上の女性と，学生が多く含まれる25歳未

満層を除外し，ここでの分析対象年齢は25～39歳とした．また，子どもを持ちたいかどう

かの判断はパートナーシップの経歴や状況に大きく左右されることから，独身者に含まれ

る離死別経験者や同棲経験のある女性は除き，未婚かつ同棲経験のない無子女性に限定し

て，その中で無子志向型と未婚型の女性の比較分析を行う．なお，第15回調査の25～39歳

の独身女性のうち，本分析の対象となる未婚かつ同棲経験なしの無子女性の割合は76.8％

である（出生子ども数・パートナーシップ経験不詳を除いた値）．分析手法は二項ロジス
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ティック回帰分析を用いた．従属変数は無子志向型か，結婚困難－未婚型かの2値を取る

変数である．

説明変数には，先行研究で自発的無子女性の特徴として指摘されてきた「高学歴」「専

門職」「革新的な結婚・家族観」「都市居住」「子どもへの低い親和性」を測る変数を取り

入れ，具体的にはそれぞれ「女性本人の学歴」「本人の現在の職種」「性別役割分業観」

「都市圏居住」「子どもとのふれあい経験」を示す変数を投入した．一方，低収入や交際相

手のなさといった現状の困難が無子志向に影響しているかどうかを見るため，経済状況を

示す変数として「本人の昨年の年収」，交際状況を示す変数として「異性との交際状況」

を投入した．

分析に用いた変数の度数分布は表5の通りである．従属変数に用いる「無子タイプ種別」

は，無子志向型（理想ライフコースが無子コースまたはその他で，希望子ども数0人）の

女性が1，それ以外が0である．現在の職種は，そのまま使用すると働いている女性のみ

が対象となってしまうため，現在の就業状況が「無職・家事」の者を同名のカテゴリとし

て取り入れた．また，客対数が過小であるため，管理職は除外した．現在居住都道府県は，

東京・埼玉・千葉・神奈川・愛知・岐阜・三重・大阪・京都・兵庫を都市圏，それ以外の

道県は都市圏以外とした．乳幼児とのふれあい経験は，「赤ちゃんや小さい子どもとふれ

あう機会がよくあった」という項目に「あてはまる／どちらかといえばあてはまる」と回

答した場合を「あり」に，「あてはまらない／どちらかといえばあてはまらない」を「な

し」とした．性別役割分業観は，「結婚後は，夫は外で働き，妻は家庭を守るべきだ」に

「まったく反対／どちらかといえば反対」を「反対」に，「まったく賛成／どちらかといえ

ば賛成」を「賛成」にまとめた．学歴，現在の職種，異性との交際状況，昨年の年収のカ

テゴリは表5の通りである．
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分析の結果は表6に示した．先行研究において指摘されてきた無子選択女性の特徴を示

す変数は，性別役割分業観が1％水準，乳幼児とのふれあい経験が5％水準で有意となっ

た．性別役割分業観は，賛成に比べて反対の場合に無子選択するオッズ比が高く出ており

（2.5倍），先行研究の結果と一致する．乳幼児とのふれあい経験も，ある未婚女性に比べ

て，ない未婚女性で1.7倍無子志向型となりやすい．しかし，学歴は先行研究とは反対で，

高卒より高学歴層（特に大卒）でむしろ無子志向型にはなりにくいという結果が出た．現

在の職種や都市居住か否かという変数は有意ではない．

一方で，異性との交際状況や年収は1％水準で有意となり，高いオッズ比を示した．異
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表５ 分析に使用した変数の分布：未婚・同棲経験なしの無子女性の分析

説明変数 総数（n） 無子志向型 未婚型

学歴

中学校 100.0％ （25） 80.0％ 20.0％

高校 100.0 （276） 81.5 18.5

専修・専門学校（高卒後） 100.0 （255） 87.1 12.9

短大・高専 100.0 （203） 89.7 10.3

大学・大学院 100.0 （455） 89.9 10.1

現在の職種

無職・家事 100.0 （103） 81.6 18.4

自営業（農林漁業含む） 100.0 （7） 85.7 14.3

専門職 100.0 （343） 89.5 10.5

事務職 100.0 （325） 91.7 8.3

販売・サービス職 100.0 （294） 84.0 16.0

現場労働 100.0 （73） 79.5 20.5

乳幼児とのふれあい経験

なし 100.0 （585） 83.4 16.6

あり 100.0 （618） 90.8 9.2

性別役割分業観

賛成 100.0 （368） 93.2 6.8

反対 100.0 （848） 84.7 15.3

現在居住都道府県

都市圏以外 100.0 （592） 85.8 14.2

都市圏 100.0 （627） 88.4 11.6

異性との交際状況

恋人・婚約者あり 100.0 （315） 94.9 5.1

交際している異性はいない 100.0 （797） 83.8 16.2

友人として交際している異性がいる 100.0 （94） 88.3 11.7

昨年の年収

なし 100.0 （110） 80.9 19.1

100万円未満 100.0 （64） 70.3 29.7

100万円台 100.0 （242） 81.0 19.0

200万円台 100.0 （352） 91.8 8.2

300万円台 100.0 （228） 93.0 7.0

400万円以上 100.0 （118） 94.1 5.9



性の交際相手がいないか，年収が100万円未満と低収入である場合，恋人がいる未婚女性

や年収が300万円ある未婚女性に比べて3倍以上無子志向型になりやすい．この結果から

推測すると，学歴が高いと係数がマイナスで有意という結果となっているのも，高学歴者

はその後の社会経済状況が良い場合が多いため無子志向型になりにくいことを反映してい

るのかもしれない．

以上の分析結果は，日本の場合，無子志向型の未婚女性は「チャイルドフリー」と言え

るような積極的なライフスタイル選択によるというよりも，低収入や交際している異性が

いないという現状から結婚や子どもを持つことをあきらめているケースが多いことを示唆

している．また，性別役割分業観や子どもとの親和性も関連があることが示された．本分

析のNagelkerke決定係数は0.158であるが，無子志向型と結婚困難－未婚型の女性の違

いをもたらす要因の一部を明らかにすることができた．
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表６ 二項ロジスティック回帰分析の結果：23～37歳の未婚かつ同棲経験もない女性

説明変数 係数 標準誤差 オッズ比

学歴（基準：高校）

中学校 -0.431 0.603 0.650

専修・専門学校（高卒後） -0.486＋ 0.286 0.615

短大・高専 -0.419 0.311 0.658

大学・大学院 -0.598* 0.277 0.550

現在の職種（基準：無職・家事）

自営業（農林漁業含む） 0.661 1.328 1.937

専門職 0.539 0.937 1.714

事務職 0.117 0.955 1.124

販売・サービス職 0.579 0.929 1.784

現場労働 0.799 0.980 2.223

異性との交際状況（基準：恋人・婚約者あり）

交際している異性はいない 1.199** 0.313 3.317

友人として交際している異性がいる 0.991* 0.457 2.693

乳幼児とのふれあい経験（基準：ある） 0.512* 0.204 1.669

昨年の年収（基準：300万円台）

なし 1.067 0.920 2.908

100万円未満 1.245** 0.417 3.473

100万円台 0.775* 0.339 2.171

200万円台 -0.148 0.343 0.862

400万円以上 -0.314 0.477 0.730

性別役割分業観（基準：賛成） 0.916** 0.253 2.499

現在居住都道府県（基準：都市圏以外） -0.170 0.201 0.844

定数 -3.719** 1.014 0.024

カイ二乗 92.937**

Nagelkerke決定係数 0.158

標本数 1,308

**p<.01,*p<.05,＋ p<.1
注：従属変数は，理想ライフコースが無子コースかつ希望子ども数0人の女性（無子志向型）が
1，それ以外（結婚困難－未婚型）が0の2値を取る無子タイプ種別変数．



� 有配偶無子女性の特性に関する分析

ここでは，有配偶女性（妻）について，有子女性に比べ，無子（無子志向型，不妊・健

康理由型，出産延期型）の女性にみられる特徴を多変量解析により検討する．使用データ

は第15回出生動向基本調査（夫婦調査）である．ここでは30～49歳の女性を対象として分

析を行う．30歳未満を除いたのは，そうした若い年齢層の妻は比較的早婚かつ出生意欲が

高い人々に偏っている可能性があることと，不妊等の身体理由についての判断がまだつい

ていないケースも多いと考えられるからである．一方，40歳以上も含めたのは，無子志向

型の無子女性の割合が，高年齢層でもそれほど大きく増加していないからである．有配偶

女性全体に占める無子志向型の無子女性の割合は，20～30歳代で1～2％であるのに対し

て，40歳代では前半・後半とも4.5％程度であった（図表の掲載は割愛）．

従属変数は，1）理想・予定子ども数ともゼロの無子志向型の無子女性，2）理想子ども

数より予定子ども数が少ない理由に不妊や健康を挙げた，あるいは理想と予定子ども数は

同数でも不妊治療経験がある不妊・健康理由型の無子女性，3）前者2タイプ以外の出産

延期型無子女性，4）子どもを持っている女性（レファレンス）の4値を取るタイプ種別

変数である．説明変数は，未婚者の分析で用いた変数に加えて，夫の情報として夫の学歴

と昨年の年収，人口学的情報として妻の初婚年齢と再婚経験の有無を投入した．なお，客

体数が過小であったため，妻の職種のうち農林漁業を含む自営業と管理職，夫妻の学歴の

うち中学校は除外した．これらの変数の度数分布は表7，分析結果は表8に示した．

表8によると，全体としてもっとも有意であったのは妻の初婚年齢である．31歳以上で

初婚を経験するより30歳までに結婚したほうが，どのタイプの無子にもなりにくいという

結果であった．

初婚年齢をコントロールした上でも，各タイプの無子女性には一定の特徴が見出せた．

有意となった変数がもっとも多かったのは無子志向型の無子女性である．初婚年齢のほか

に1％水準で有意だったのは再婚経験と妻の年収であった．再婚経験者は，離死別経験つ

まり結婚の解消経験がある女性である．結婚の解消経験がある女性は，ない女性に比べて，

無子志向型の無子になりやすいようだ．また，収入がない女性より，100万円未満の低収

入の妻は，無子志向型となるオッズ比が0.58倍と低かった．収入100万円未満層は家庭

（家事・子育て）を優先してパート等で働く妻が多く属すると考えられるので，子どもは

いらないと考える無子志向型にはなりにくいという結果となっているのだろう．さらに，

5％水準で有意だったのは妻の学歴と妻の乳幼児ふれあい経験である．学歴については，

高卒に比べて専修・専門学校卒で無子志向型の無子になりにくい．乳幼児とのふれあい経

験は，多くあった女性に比べて，あまりなかった女性は，1.5倍無子志向型の無子になり

やすい．無子志向を早くから表明する女性には子どもへの親和性が低い傾向があることは

先行研究でも指摘されているが，結婚しても子どもは持たないことを理想としている女性

グループにおいて，そうした傾向が本分析でも見出された．

不妊・健康理由型の無子女性については，初婚年齢と再婚経験という人口学的要因のほ

か，社会経済要因では夫の学歴のみ有意であり，全体的に影響力を持つ社会経済要因がほ
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とんどないことが特徴といえる．先験的に予想できるように，妊孕力の有無は社会経済要

因とは別の要因による可能性が高く，そのような結果となっていると思われる．このため，

妻の初婚年齢の係数が高く，1％水準で有意性もあり，年齢の影響が決定的であるとも言

える．再婚経験変数が有意なのも，再婚時の年齢が高くなりがちであることを反映してい

るのだろう．実際，現実的に子どもを持ちたいと思い始める年齢が高ければ，不妊の問題

に直面する確率は高い．晩婚の女性が不妊・健康理由型の無子となりやすいことを示唆す

る結果といえよう．

出産延期型の女性については，妻の初婚年齢のほか，夫妻の年収が5％水準で有意であっ

た．妻の年収は，収入がない妻より，年収300万円台の妻で4.2倍出産延期型の無子女性と

なりやすい．一方，夫の年収は係数の符号が妻とは逆で，夫が年収600万円以上の高収入

だと出産延期型となるオッズ比は0.53倍と低い．出産延期型の無子女性の場合は，経済的

な要因も大きいことが示唆される．

全体として，初婚年齢の強い影響と，未婚女性と同じく経済的要因と無子との関係が見

出せたが，無子志向型の女性については，子どもへの親和性の低さといった変数も有意と

なっており，積極的に無子を選択している層であることも示唆される．
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表７ 分析に使用した変数の分布：有配偶女性の分析

説明変数 総数（n）

無子女性

有子女性無子
志向型

出産
延期型

不妊・健
康理由型

妻の学歴

高校 100.0％ （1,811） 4.2％ 2.8％ 3.5％ 89.5％

専修・専門学校（高卒後） 100.0 （928） 3.2 4.3 4.5 87.9

短大・高専 100.0 （1,222） 3.9 3.8 4.3 88.1

大学・大学院 100.0 （1,128） 3.9 3.2 5.2 87.7

夫の学歴

高校 100.0% （1,796） 4.1 3.0 3.3 89.6

専修・専門学校（高卒後） 100.0 （773） 3.5 3.8 5.6 87.2

短大・高専 100.0 （202） 5.4 3.0 4.5 87.1

大学・大学院 100.0 （2,167） 3.8 3.8 4.7 87.7

妻の現在の職種

無職・家事 100.0 （1,535） 3.9 2.9 3.8 89.4

専門職 100.0 （965） 2.5 3.3 6.0 88.2

事務職 100.0 （995） 5.4 5.5 5.3 83.7

販売・サービス職 100.0 （936） 3.0 3.2 4.0 89.9

現場労働 100.0 （360） 3.9 2.5 2.2 91.4

乳幼児とのふれあい経験（結婚前）

あった 100.0 （2,030） 3.5 4.0 4.7 87.8

なかった 100.0 （3,118） 4.2 3.1 3.8 88.9

性別役割分業観

賛成 100.0 （1,480） 3.1 3.6 3.6 89.7

反対 100.0 （3,654） 4.2 3.4 4.4 88.0

現在居住都道府県

都市圏以外 100.0 （2,546） 3.7 3.4 3.9 89.0

都市圏 100.0 （2,666） 4.1 3.5 4.5 87.8

再婚経験

ない 100.0 （4,938） 3.7 3.4 4.1 88.8

ある 100.0 （212） 8.0 2.8 7.5 81.6

初婚年齢

25歳未満 100.0 （1,459） 1.8 0.8 1.4 96.0

25～30歳 100.0 （2,676） 3.3 2.9 3.9 90.0

31歳以上 100.0 （886） 9.1 9.5 9.9 71.4

妻の昨年の年収

なし 100.0 （1,628） 4.0 2.8 3.7 89.4

100万円未満 100.0 （1,200） 2.9 1.5 2.3 93.3

100万円台 100.0 （865） 3.1 3.6 5.5 87.7

200万円台 100.0 （441） 6.1 4.5 4.8 84.6

300万円台 100.0 （314） 6.7 9.2 6.4 77.7

400万円以上 100.0 （475） 3.6 4.8 7.8 83.8

夫の昨年の年収

300万円未満 100.0 （623） 8.0 4.8 5.9 81.2

300万円台 100.0 （815） 4.2 4.8 4.8 86.3

400万円台 100.0 （804） 3.5 3.6 3.9 89.1

500万円台 100.0 （756） 3.0 4.1 4.2 88.6

600万円以上 100.0 （1,660） 3.1 2.3 3.9 90.7
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表８ 多項ロジスティック回帰分析の結果：33～42歳有配偶女性

変数

有子女性 VS

無子志向型無子女性 不妊・健康理由型無子女性 出産延期型無子女性

係数 標準誤差 オッズ比 係数 標準誤差 オッズ比 係数 標準誤差 オッズ比

妻の学歴（基準：高校）

専修・専門学校（高卒後） -0.671* 0.299 0.511 -0.040 0.240 0.961 0.150 0.268 1.162

短大・高専 -0.068 0.229 0.934 -0.057 0.229 0.945 0.031 0.255 1.032

大学・大学院 -0.345 0.258 0.708 -0.083 0.243 0.921 -0.319 0.283 0.727

夫の学歴（基準：高校）

専修・専門学校（高卒後） -0.190 0.276 0.827 0.505* 0.231 1.658 0.156 0.274 1.169

短大・高専 0.531 0.375 1.700 0.507 0.390 1.660 0.097 0.502 1.102

大学・大学院 -0.005 0.219 0.995 0.248 0.211 1.281 0.346 0.229 1.414

現在の妻の職種（基準：無職・家事）

専門職 -0.007 0.602 0.993 -0.318 0.757 0.727 -0.359 0.780 0.698

事務職 0.699 0.581 2.011 -0.255 0.759 0.775 0.365 0.772 1.440

販売・サービス職 0.470 0.587 1.600 -0.153 0.759 0.858 0.191 0.773 1.210

工場などの現場労働 0.342 0.630 1.407 -0.879 0.829 0.415 -0.031 0.822 0.969

妻の乳幼児ふれあい体験（基準：あった）

なかった 0.405* 0.187 1.499 -0.166 0.160 0.847 -0.196 0.181 0.822

家庭での性別役割分業（基準：賛成）

反対 0.119 0.205 1.126 -0.031 0.187 0.969 -0.208 0.210 0.812

現在の都市居住（基準：都市圏以外）

都市圏都道府県 0.267 0.180 1.306 0.212 0.164 1.237 0.125 0.185 1.133

妻の初婚年齢（基準：31歳以上）

25歳未満 -2.191** 0.287 0.112 -2.289** 0.280 0.101 -3.023** 0.414 0.049

25～30歳 -1.272** 0.185 0.280 -1.225** 0.168 0.294 -1.274** 0.185 0.280

再婚経験（基準：なし）

あり 1.457** 0.354 4.292 1.611** 0.320 5.009 0.855 0.538 2.353

昨年の妻の収入（基準：なし）

100万円未満 -0.540** 0.578 0.583 0.035 0.761 1.035 -0.593 0.786 0.552

100万円台 -0.498 0.589 0.608 0.997 0.749 2.711 0.445 0.763 1.560

200万円台 0.199 0.593 1.220 0.843 0.771 2.324 0.636 0.782 1.888

300万円台 0.446 0.600 1.562 1.076 0.774 2.932 1.436* 0.770 4.206

400万円以上 -0.317 0.623 0.729 1.183 0.757 3.264 0.899 0.776 2.458

昨年の夫の収入（基準：500万円台）

0～200万円未満 0.827 0.304 2.287 0.436 0.280 1.546 0.428 0.304 1.534

300万円台 0.321 0.307 1.379 0.264 0.266 1.303 0.270 0.283 1.310

400万円台 0.160 0.308 1.174 -0.158 0.282 0.854 -0.185 0.303 0.831

600万円以上 -0.133 0.278 0.875 -0.166 0.240 0.847 -0.634* 0.277 0.530

切片 -2.640 0.372 -2.404 0.334 -2.260 0.370

カイ二乗 445.984**

Nagelkerke決定係数 0.170

標本数 3,858

**p<.01,*p<.05,＋ p<.1



Ⅳ．まとめと考察

本研究は，日本における無子割合の長期的動向やその属性を各種調査データから明らか

にした．日本における無子割合の長期的動向では，1900年前後と1920年代生まれのコーホー

トで女性の無子割合が高めで，1930～40年代生まれのコーホートで低く，1960年代生まれ

以降の女性ではかつてない水準にまで無子割合が高まっていることがわかった．1970年出

生コーホートでは無子割合が27％と3割に迫っている．この戦後生まれ世代の日本の無子

割合は，国際的にも高い水準にある．また，子ども数に対する考え方でも，1970年代以降，

理想・希望子ども数に対しゼロと回答する女性が，少ないながらも漸増している．

増加傾向にある無子女性の特性を探るため，不妊や健康上の理由から無子となる非自発

的無子と，子どもを望みながらまだ結婚・出産していない女性や，無子志向（理想・希望

子ども数ゼロ）の女性を含む自発的無子を区別して無子女性のタイプ分類を行った．その

結果，有子女性も含めた全体の構成において大きく増えているのは，結婚困難型の無子女

性であった．その中でとりわけ未婚型が多くを占め，このタイプはどのコーホート・年齢

層でも最多の無子タイプであった．この未婚型に次いで無子志向型（有配偶女性・未婚女

性の両方を含む）の無子女性も増えていた．しかし，こうした動きは，1970年代出生コー

ホート以降落ち着きを見せていることもわかった．

また，未婚かつ同棲経験なしの25～39歳女性について，無子志向型の特徴を多変量解析

により探ったところ，これらの女性は積極的に無子を選択しているというより，低収入や

異性の交際相手の不在といった現状の困難により子どもを持つことをあきらめている層で

ある可能性が示唆された．一方，有配偶女性について，子どもを持つ女性をレファレンス

として無子志向型，不妊・身健康理由型，出産延期型の無子女性の特徴を探ると，全体と

して初婚年齢が無子となるかに強く関わっているという結果となった．さらに，無子志向

型の女性では，再婚経験があることや，乳幼児とのふれあい経験が少ないことも，このタ

イプに関連していた．とくに乳幼児とのふれあい経験の少なさが有意な変数となったこと

は，意識的に無子を選択しているケースも多いことを示すと考えられる．本稿では，理想

子ども数ゼロの妻を有配偶の無子志向型無子女性として定義して分類しているため，出生

動向基本調査における夫婦の理想子ども数ゼロの割合の漸増は，意識的に無子を選択した

夫婦の増加を示している可能性がある．

今後の研究の課題としては，まず，データの制約上，早期表明かつ一貫した無子志向者

と途中から無子志向となった者を区別できないという問題がある．どの年齢層でも一貫し

た無子志向者と，途中から無子志向となった者が混じっており，分析や結果の解釈に難し

さがともなう．無子女性の実態をより正確にとらえるためには，一貫してチャイルドフリー

型の無子女性の識別とその動向の観察ができることが望ましい．今後の調査実施において，

この課題に対応できるか検討したい．

男性の無子についても研究は進んでいない．出生動向基本調査の独身者調査では，18～
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49歳の独身男性についても女性と同じ情報を取っており，この独身男性の分析については

次回の研究課題としたい．先行研究からも，無子男性は女性とは異なる属性を持つことが

指摘されており，日本の場合も同様の結果がみられるのか，そうでないのかを明らかにす

ることは重要だろう．

研究結果が示唆する政策上の問題のひとつは，若年世代向けの雇用・労働政策の重要性

である．すでに「若者の経済的自立支援」として少子化対策においても様々な取り組みが

行われているが，本稿でその可能性が示唆されたように，未婚者の無子志向がおもに経済

的困難に起因している場合，若年世代向けの雇用・労働政策の充実は副次的に結婚・出生

意欲を増加させる効果を持つと思われる．しかし，その一方，いまひとつの大きな要因で

ある交際相手の不在という問題は政策的介入が難しい．少子化対策における結婚支援の難

しさに通じているが，この問題については，実態を把握する信頼性の高いデータがまだ少

なく，今後のデータ収集や分析の発展が待たれるところである．

さらに，未婚・有配偶とも無子志向型が増加している問題が挙げられる．無子志向型の

女性の特徴の一つとして，乳幼児とのふれあい経験の少なさという点が見出された．小さ

な子どもとふれ合う機会は，かつては日常生活の中に普通に存在していたが，近年はそう

した機会が失われてきている．少子化対策において，学校や地域での乳幼児とのふれあい

体験学習という施策が挙げられ，すでに少しずつ全国に広まっているが，この種の施策に

ついて改めて注目する価値があるだろう．子どもを持つことを推奨するという視点ではな

く，妊婦や小さい子どもとふれ合うことで，自分にとって子どもという存在がどのような

ものであるのかを改めて認識する機会を持つことは，だれにとっても大事なことであると

思われる．

結婚や出産に関する社会的規範（圧力）が緩み，個々人が結婚するかしないか，子ども

を持つか持たないかを自由に選択するという考え方が受容されてきたが，現実の社会では，

結婚や出産を選択することができる層と，結婚・出産しないことを選ばざるを得ない層に

分かれてきていることが様々な研究で指摘されている．その実態を把握するためにも，子

どもを持たない人々についての一層の研究が必要とされている．

（2019年1月10日査読終了）

【付記】

本研究は，国立社会保障・人口問題研究所「出生動向基本調査プロジェクト」の研究成果であり，

本研究で使用した「出生動向基本調査」の調査票情報（個票データ）は，統計法第32条の規定に基

づき二次利用したものである．また，本研究は，厚生労働行政推進調査事業費補助金（政策科学総

合研究事業（政策科学推進研究事業））「国際的・地域的視野から見た少子化・高齢化の新潮流に対

応した人口分析・将来推計とその応用に関する研究（研究代表者石井太，課題番号（H29‐政策‐

指定‐003））」による助成を受けた．
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AnAnalysisofChildlessnessinJapan

RieMORIIZUMI

Thepurposeofthisresearchistoclarifythelong-termtrendinchildlessnessinJapanandits

characteristics.Inthispaper,Ianalyzechildlessnessinwomenonlyduetodataconstraints.The

proportionofchildlesswomeninJapanrecordedthelowestvalueamongwomenborninthe1940s,

afterhavingfluctuatearound10%forwomenbornbeforetheSecondWorldWar.Asforwomen

whowereborninthe1960s,thechildlessratereached20%.Regardingchildlesswomen,when

classifiedintoinvoluntarilychildlessandvoluntarilychildlessgroups,theproportionofvoluntarily

never-marriedwomenshowedthegreatestincreaseintheyoungergeneration.Inaddition,Iana-

lyzedthecharacteristicsofnever-marriedandchildless-orientedwomenaged25to39usinga

multivariateanalysis.Theresultssuggestedthatthereweremanywomenwhogaveuponhaving

childrenduetotheirlowincomeandtheabsenceofopposite-sexpartners.Ontheotherhand,in

theanalysisofmarriedwomenbetween30and49yearsold,childlessnessandageatfirstmarriage

werestronglyrelated.Furthermore,forchildless-orientedwomen,theexperienceofmarriagedis-

solutionandlittleexperienceofcontactwithchildrenwererelatedtoselectingthechildless-

orientedtype.

【Keywords】JapaneseNationalFertilitySurvey,Childlesswomen,Involuntarychildlessness,

Voluntarychildlessness,Japan



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）75－1（2019.3）pp.55～56

資 料

新聞記事で振り返る2018年の人口問題

今 井 博 之

国立社会保障・人口問題研究所においては，『朝日新聞』，『毎日新聞』，『読売新聞』，

『日本経済新聞』，『産経新聞』，『東京新聞』の6紙の記事のうち，社会保障または人口問

題に関係するものを収集している１）．本稿では，人口問題の2018年における動向を新聞記

事の概観によって振り返る．

日本の総人口（外国人を含む）は，2017年10月1日時点で1億2670万6千人であったと

いう推計が2018年4月13日に総務省によって発表された．総人口は7年連続の減少となり，

前年からの増減率は-0.18％となった．東京都は0.73％の増加であり，他の46道府県の増減

率はすべて0.3％以下であったため，「東京一極集中」が指摘された２）．2018年3月30日に

は国立社会保障・人口問題研究所が地域別将来推計人口を発表したが，2045年の都道府県

別人口は2015年と比べて東京都のみ増加するとされた．同じ期間に人口が4割以上減少す

るとされていた秋田県では危機感が強まり３），人口減少の問題には大きな地域差があるこ

とが明瞭となった．

国立社会保障・人口問題研究所は2018年1月12日に世帯数の将来推計も発表しているが，

こちらは全国推計であり，2040年には「単独」世帯の割合が4割となることが示された．

一人暮らしの高齢者が大幅に増加することへの懸念から，社会保障政策の見直しが急務と

報じられた４）．

また，先述の総務省の推計については，外国人が205万8千人にも達しており，外国人

の増加が総人口の減少を緩和していることも指摘された５）．このような外国人の増加と密

接に関わる政治的な動きがあったことは，人口問題の面で2018年を特徴づけているように

思われる．外国人の増加は労働力として必要とされていることのあらわれであり，学ぶこ

とが本来の目的である留学や技能実習制度が労働力確保に利用されてきたが，2018年2月

20日の経済財政諮問会議で安倍晋三首相は労働者として受け入れを拡大していく意向を示

した６）．6月15日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針2018」（骨太の方針）
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1）クリッピング作業は，筆者の他，峯島靖志氏（研究支援員・研究補佐員）および池橋みどり氏（研究支援員）

が担当した．

2）「東京一極集中止まらず」『読売新聞』2018年4月14日朝刊．

3）「「自治体存続に関わる」」『毎日新聞』2018年3月31日朝刊．

4）「高齢世帯40年に4割超」『日本経済新聞』2018年1月13日朝刊．

5）「外国人の増加人口減緩和」『日本経済新聞』2018年4月14日朝刊．

6）「外国人活用人手不足補う」『日本経済新聞』2018年2月21日朝刊．



には就労を目的とする在留資格の新設が盛りこまれ，労働力不足解消への期待も報じられ

た７）．10月24日に臨時国会が召集されると，11月13日には出入国管理・難民認定法（入管

難民法）改正案の審議が始まった８）．審議時間の不足が指摘されるなか，改正入管難民法

は12月8日未明に成立し，2019年度からは「特定技能1号」および熟練技能者と認定され

る「特定技能2号」の在留資格により5年間で最大34万5150人の労働者を受け入れること

となった９）．さらに，12月25日には外国人労働者受け入れ拡大に関する「基本方針」，業

種ごとの「運用方針」，外国人との共生策を盛りこんだ「総合的対応策」が政府によって

決められている10）．

このような外国人の問題と並んで2018年を特徴づけているのは，旧優生保護法をめぐる

問題であろう．同法は，人口が急増していた1948年に施行されたもので，遺伝性の疾患が

ある人，精神障害や知的障害がある人に対する強制的な不妊手術を認めており，1996年に

差別的な規定を削除した母体保護法に改められている．「遺伝性精神薄弱」を理由に不妊

手術を強制された宮城県の女性が2018年1月30日に国家賠償を求めて仙台地裁に提訴を行

うと11），厚生労働省の統計で少なくとも1万6475人に施されたとされる強制不妊手術につ

いてさかんに報道されるようになった．北海道で特に多かったことなど都道府県ごとの実

情が明らかにされていき12），資料がすでに廃棄されていて2割の個人しか特定できないこ

ともわかった13）．5月17日に男女3人が東京，仙台，札幌の各地裁に一斉提訴を行うと14），

その後も提訴の動きは広まった．この流れのなかで与野党の国会議員は，2019年の通常国

会に提出すべく救済法案を準備している15）．

国外に目を転じると，難民という形態による国際人口移動が重要な問題であり続けてい

る．シリアからの難民，ロヒンギャと呼ばれるミャンマーからの難民に加えて，ベネズエ

ラからコロンビアなど南米諸国に流入する難民についても深刻な状況が伝えられるように

なった16）．
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7）「人手不足解消転換点」『毎日新聞』2018年6月16日朝刊．

8）「外国人材5年で34万人」『読売新聞』2018年11月14日朝刊．

9）「改正入管法成立」『読売新聞』2018年12月8日夕刊．

10）「外国人材拡大3方策」『読売新聞』2018年12月25日夕刊．

11）「強制不妊手術国を提訴」『毎日新聞』2018年1月30日夕刊．

12）「不妊手術の強制証拠次々」『朝日新聞』2018年2月20日朝刊．

13）「強制不妊資料保管2割」『読売新聞』2018年3月6日朝刊．

14）「強制不妊一斉提訴」『毎日新聞』2018年5月17日夕刊．

15）「強制不妊救済法案提出へ」『朝日新聞』2018年12月11日朝刊．

16）「ベネズエラ難民周辺諸国に摩擦」『日本経済新聞』2018年9月6日朝刊，「南米各国衛生環境や治安悪化」

『産経新聞』2018年10月23日朝刊．
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書 評・紹 介

JohnA.Turner

SustainingSocialSecurityinanEraofPopulationAging

Springer,2016,117pp.

本書はPensionPolicyCenterの所長であるJohnA.Turnerが米国の社会保障年金制度，通称

SocialSecurityの維持に必要となる改革について言及した書籍である．今後高齢者の増加に伴い税

収が減少し，一方で，給付金額が増加するため，現状のSocialSecurityのシステムでは維持が困難

となる．これに対してSocialSecurityの長期的維持を実現するためには周期的な改革が要され，ま

た，これを政治的に社会的に許容することも不可欠であると述べている．

現在のSocialSecurityの元となった社会保障システムは1935年にルーズベルト政権のもとで発足

されたものであるが，発足当時の想定よりも大幅に高い財政負担が要され，おおむね政府支出の25％

にあたる金額がSocialSecurityの維持に費やされている．今後SocialSecurityを維持するために

はさらに負担が増え，その結果，2035年頃には基金の枯渇により破綻すると予測されている．

これに対し，これまでに政府は多くの制度改革を試みたが，いずれも対症療法的な効果しか得るこ

とができず，本質的な問題解決につながっていない．ブッシュ政権時に抜本的な制度改革を目指した

が，批判が多く未遂となった．よって現在までに行われている主な制度改革は増税等により財政的な

補助を行うことが主な方法であったが，大きな効果は得ることができなかった．実際にこれまで多く

の対策を講じたにも関わらず，先述のとおり，2035年頃までに基金が枯渇しSocialSecurityが破綻

すると予測されている．このような背景のもとで，本書では今後SocialSecurityを維持するために

はどのような方法が有効であり現実的であるか考察している．

本書の構成は以下のとおりである．まず，第1章では本書の目的やSocialSecurityの歴史につい

て概観している．次に，第2章ではSocialSecurityがなぜこれまで維持が可能であり，今後は困難

であるのか言及している．また，従量制の給付システムを採用することで安定的に持続可能であり，

経済的に，人口統計学的に変化した場合も適応可能であることを示している．続いて，第3章では平

均余命の変化に合わせ給付金額を見直すことの重要性について言及している．議論の中で消費者物価

指数を導入することについてのメリットとデメリットも示している．さらに，第4章では退職の時期

と給付の時期の妥当性をはじめとする様々な退職問題について言及している．平均余命の延伸に伴う

長寿政策の改革が人々の退職時期にどのような影響を与えているかについても取り上げた．また，第

5章では改革過程においても改革の必要があるとしてこれを提案している．最後に，第6章ではこれ

までの議論をもとに，SocialSecurityの支払い能力の回復を目的とした改革と今後の展望について

言及している．

本書の特徴としては，政策分析で頻繁にみられる個人年金や貧困プログラム，高齢者の労働機会，

健康管理といった狭い枠組みを対象とした分析ではなく，平均余命の延伸や所得と平均余命の関係性

の強化，所得格差の拡大，高齢世代における貧困パターンの増大といった人口的，経済的変化に基づ

く構造改革について着目した分析を行っている．また，SocialSecurityの成り立ちから現在までの

経緯，さらに，今後の展望まで確認することができるため，米国における社会保障制度についての初

学者も事前知識を必要とせず読むことができるだろう． （井上 希）
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研究活動報告

2018年数理生物学会および日本数理生物学会合同大会

2018年7月8日～同年7月12日にオーストラリア，シドニーにあるシドニー大学で開催された．数

理生物学会および日本数理生物学会合同大会2018年に参加・報告を行った．この大会は北米・ヨーロッ

パを中心とする数理生物学会と日本数理生物学会が合同に行った学術会議である．報告者は「構造化

人口モデルにおける適応的生活史と固有関数」というタイトルでポスター講演を行った．10年ほど前

では力学系モデルを中心とした人口動態，生態系，疫学モデル，社会動態モデルが主流であった．し

かし本大会では，昨今の実証研究と理論のコラボの流行に合わせ，分子生物学における代謝や免疫な

どの実験結果に対する数値シミュレーションが割を占めるようになったと感じた．その結果，解析学

や力学系を扱う院生や若手が減ったように思えた．一方で，かつてよりも遺伝子発現や実験系をよく

知る若手を目にする．数理生物学（数理人口学も含む）など“数理”が付く分野が数値シミュレーショ

ンを中心として変わるのか，数学による理論としてのフレームワークを維持し続けるのか，岐路に立

たされているのかもしれないと感じた． （大泉 嶺 記）

モンゴル年金数理研修「人口・世帯将来推計」の実施

モンゴル国と国際協力事業団（JICA）によるモンゴル社会保険実施能力強化プロジェクトへの協

力の一貫として，筆者が2018年10月8～12日の5日間，ウランバートルのモンゴル日本人材開発セン

ターで人口・世帯の将来推計に関する講義を行った．講義内容は人口増加率・ロジスティック増加率・

静止人口・安定人口モデルから始め，全国将来人口推計・地域別将来人口推計を経て世帯数の将来推

計の手法（世帯主率法，プロペンシティ法，世帯推移率法）へと進んだ．その際，国連人口部の

WorldPopulationProspectsの推計値とモンゴル統計局による公表値を比較・評価したり，モンゴ

ルの地域人口分布・都市化・結婚・離婚・世帯規模等に関する統計を提示・分析するよう求めた．参

加者らの研究発表により，筆者もモンゴルの人口変動について多くを学ぶことができた．

（鈴木 透 記）

欧州統計局主催 将来人口推計と人口動態に関するセミナー

10月13日に欧州統計局（EUROSTAT）のあるルクセンブルグにて標記会合が開催され，日本から

は国立社会保障・人口問題研究所から是川が参加した．同会合は主にEU加盟国の金融，財政，及び

労働当局の行政官を対象としたものであり，先進国における最新の人口動態やそれに基づく将来人口

推計について理解を深めることを目的としたものである．会合は国連人口部部長のJohnWilmoth

氏の基調講演に始まり，ボッコーニ大学のFrancescoC.BILLAR氏を始め世界的に著名な人口学者

達による報告が行われた．是川も日本の将来人口推計，及び国際人口移動の影響を始めとする重要な

変化について報告を行い，多くの関心を得た． （是川 夕 記）
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移民政策専門家会合（SOPEMI,OECD）参加報告

10月29日から31日にかけてフランス，パリにあるOECD本部で「移民専門家会合（SOPEMI）」

が開催され，日本政府を代表して国立社会保障・人口問題研究所から是川が参加した．同会合は，

OECDの雇用労働社会問題委員会（ELSAC）の下に設置され，毎年6月頃に開催される移民政策作

業部会（WPM）と並んで，毎年秋頃に行われるものであり，OECD加盟国各国の移民政策に関する

専門家が一堂に会し，各国の最新の情報，意見交換を行うことを目的としたものである．

会合は3日間の日程で行われ，労働，経済移民から始まり，技能実習生や季節労働者などの一時的

移民，家族移民，留学生，非正規移民，難民，及び難民の社会統合，並びに帰化といった論点につい

て，2，3か国の専門家から短いプレゼンテーションが行われた後，自由な討議が行われた．今回の

会合最終日には高齢者の退職後の国際移動についてのセッションが行われ，是川も日本の高齢者の海

外移住について報告を行った．

また，3日目の午後には移民政策専門家会合とは別に移民に対する各国の魅力度指標（attractive-

nessindex）の開発にあたっての検討会が開催され，是川も専門家として同会合に参加し，意見交換

を行った． （是川 夕 記）

特別講演会（DavidSwanson名誉教授）

去る2018年10月31日（水），国立社会保障・人口問題研究所会議室において，デービッド・スワン

ソン名誉教授（カルフォルニア大学リバーサイド校名誉教授，ワシントン大学人口学・生態学研究セ

ンター研究員）による特別講演会が行われた．講演は「コーホート変化率とその応用」という題で行

われ，主に4つのテーマが取り上げられた．具体的には，1.回帰分析を利用した地域人口推計，

2.ハリケーン・カトリーナが地域人口に与えた影響，3.安定人口の計算，4.ハワイの人口の遡及推

計，という4テーマにつき，コーホート変化率を用いた分析法とその結果が紹介された．90枚以上の

スライドが用意された今回の講演は，日本語の通訳つきだったこともあり，休憩を含め2時間近くに

及んだ．途中，10月終わりの西日が差し込む会場で室温が上昇し，演者が休憩を提案する場面もあっ

たが，全体としてはおおむね盛会であった．残念ながら質疑応答の時間はほとんどなかったが，今回

の講演会は地域人口研究の関係者にとって諸外国の地域人口分析に接する貴重な機会となったと思わ

れる． （清水昌人 記）

第一回日本発デモグラファー会議

2018年11月9日～同年11月10日，東京大学駒場キャンパスにて「第一回日本発デモグラファー会議」

が開催された．主催者は北海道大学の高田壯則教授，教授は数理生態学者であり報告者に博士の学位

を授けた恩師でもある．デモグラファーと言っても主催者の専門がそうであるように報告者の多くは

生態学者である．ヒトの人口をテーマとしたのはわずか1名，但し今後この人数を増やす予定だそう

だ．主題は構造化人口モデル，人口学に属する人間にとってはレスリー行列がその範疇にあたる．構

造化人口モデルの中でも特に前述のレスリー行列を含む推移行列モデルにスポット当てたこの会議で

は，観測データに対する固有値問題の応用から様々なヒトを含む動植物の趨勢，生活史進化などが議

論された．また，ここ数年でこうした動植物の行列モデルがデータベース化され，誰でもアクセス出
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来るようになった事も紹介されていた．今後，国立社会保障・人口問題研究所の研究者たちもこうし

た分野を超えた動きに積極的に関わる事で学術的な裾を広げていけるのではないだろうか．

（大泉 嶺 記）

第７回ジェンダー統計グローバルフォーラム

2018年11月14日（水）から16日（金）にかけて，総務省と国連統計部との共催により，東京・浅草

にて第7回ジェンダー統計グローバルフォーラムが開催された．同フォーラムは，世界各国及び国際

機関の統計専門家，また，統計のユーザーや研究者等を対象に，ジェンダー統計の作成及び活用に関

する能力の向上や知識の共有を目的として国連が主催する国際会議である．各国統計局や国際機関に

よる報告の他，総務省，内閣府，文部科学省，厚生労働省，農林水産省および地方自治体（水戸市）

より報告が行われた．本研究所より福田節也・企画部第2室長が出席し，最終日の「日本のジェンダー

統計（GenderStatisticsinJapan）」というセッションで“NationalTransferAccounts(NTA)and

NationalTimeTransferAccounts(NTTA):Measuringgenderdifferencesininter-generational

transfers”と題する報告を行った．同フォーラムのプログラム及び報告概要については，下記 URL

より公開されている（英語）（https://unstats.un.org/unsd/demographic-social/meetings/2018/

tokyo-globalforum-genderstat）．

ジェンダー平等は，国連の2030年持続可能な開発目標の重要テーマとして挙げられており，国連を

中心として，ジェンダー統計の開発及び標準化があらゆる分野において進められている．また，

UNECEによるMakingDataMeaningfulseriesや国連のEDGE(EvidenceandDataforGender

Equality)Projectなど「エビデンスに基づく政策立案（EBPM）」に関係する国際的な取り組みにつ

いても知ることができ，有意義であった． （福田節也 記）

2018年人文地理学会大会

2018年人文地理学会大会は，2018年11月23日（金）～25日（日）に奈良大学（奈良市）にて開催さ

れた．人口分野と直接的に関連する研究報告は下記のとおりであり，それぞれに興味深いものであっ

た．これらのほかにも人口問題が背景となっている報告は多く，人口学的分析によりさらに考察が深

められる可能性を感じた．

「人口移動の影響を考慮した人口再生産指標の提案」 丸山洋平（札幌市立大学）

「大阪府八尾市の河内山本住宅地における近年の変容―土地利用と人口構成に着目して―」

安倉良二（立命館大学・非）

「地方圏における大学設立と進学動向の変化 ―長野県の独自統計を用いて―」

栗林 梓（名古屋大学・院）

「性比からみた地域人口の動向」 服部成男（奈良大学・学生）

「都道府県別人口の自然増減に対する外国人の影響」 山内昌和*（早稲田大学）・

中川雅貴・菅 桂太・鎌田健司・小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

（小池司朗 記）

………………………

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………………
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アジア太平洋人口開発閣僚宣言中間評価会議と国連ESCAP社会開発委員会

（タイ・バンコク）

10年に一度開催されるアジア太平洋人口会議は，その第6回が2013年9月に行われ，アジア太平洋

人口開発閣僚宣言（APMD:AsianandPacificMinisterialDeclarationonPopulationandDevel-

opment）が採択された．APMDは10年間隔の中間年である2018年に評価会議が開催されることとなっ

ており，予定通り2018年の11月26日より28日まで，タイ・バンコクの国連アジア太平洋経済社会委員

会（ESCAP）会議場で実施された．筆者は政府団員として参加した．また会議に先立ち，国立社会

保障・人口問題研究所は外務省の要請に基づき，本評価会議に提出する日本のカントリーレポート案

を作成している．

APMDは貧困削減と雇用，保健，性と生殖に関する保健・サービス・権利，教育，ジェンダー平

等と女性の活躍，青少年，高齢化，国際人口移動，都市化と国内人口移動，人口と持続可能な開発，

データと統計，という幅広い，多くの項目より構成されているが，参加各国からそれらの状況につい

てのステートメントが行われた．また今後の人口と開発，人口動態と格差，ジェンダー平等と性と生

殖に関する保健と権利，人口と気候変動に関するパネルディスカッションが行われた．

本会議に並行して包括的性教育，若者の性と生殖の保健と権利，気候変動時代のジェンダー平等，

イランの高齢化，フィリピンの人口と開発，持続可能な人口開発のための技術革新に関するサイドイ

ベントが開催された．日本政府が推進する「アジア健康構想」に関するサイドイベントも開催され，

人口高齢化に応じた介護ニーズ，新技術に関する報告をベースに，参加者と活発な議論が交わされた．

APMD中間評価会議最終日より重複する形で，11月28日から第5回ESCAP社会開発委員会が開

催された．「誰一人取り残さない」というSDGsのスローガンのもと，女性，障害者のエンパワーメ

ント，格差是正と社会保障に関する報告やパネルディスカッションが行われた．

APMD中間評価会議の内容は，https://www.unescap.org/intergovernmental-meetings/MTR-

APPCより， アジア健康構想サイドイベントは https://www.ahwin.org/events/accelerating-

responses-to-challenges-through-innovationより，社会開発委員会の内容はhttps://www.unescap.

org/intergovernmental-meetings/committee-social-development-fifth-session より閲覧できる．

（林 玲子 記）

2018年数理モデルおよび数値計算における国際会議

本国際会議はインド，デリーにある南アジア大学が主催して行った国際大会であり，デリーで平成

30年12月1日～12月3日に開催された．実際，インド以外の参加者は報告者を含めた日本人6名，韓

国人1名とハンガリーから2名であった．数名のバングラデシュ留学生・研究者を除くとほとんどが

インド人の研究者と学生で構成されていた．報告者は招待され「構造化人口モデルと確率制御理論」

というタイトルで講演を行った．この会議は応用数学の色が濃く，数理生物学などで登場する数理モ

デルの拡張や解析などが主なテーマであった．インドの研究者には新しいことをやろうとする気概が

あり，活発な雰囲気のある会議と思えた．日本と比べると教授の職や博士の学位を持っていることに

とても敬意を払う文化があるため，報告者の質問と指摘を大変重要視していただいた．この会議では

1階常微分方程式による数理モデルを分数階微分方程式（遅い確率過程の分布関数を導くときなどに

現れる）に拡張しようという研究が散見したが，数学的な興味が強い為かこの拡張の正当性を説明で

―61―



きた報告者はほとんど見当たらなかった印象がある．自分たちの理論の拡張に元のモデルとの関係を

上手く説明が加わればより研究価値が上がると感じた．こうしたインドの研究者の国際的な活躍と，

日本との積極的な交流を今後も期待したい． （大泉 嶺 記）

インドネシアの人口統計および住民登録制度に関する調査研究

厚生労働科学研究費補助金（地球規模保健課題解決推進のための行政施策に関する研究事業）「東

アジア，ASEAN諸国におけるUHCに資する人口統計システムの整備・改善に関する総合的研究」

（研究代表者：鈴木透）の一環として，国際関係部の中川雅貴が2018年12月3日から7日にかけてイ

ンドネシアのジャカルタに滞在し，インドネシアの人口統計および住民登録制度に関する調査研究を

行った．滞在期間中は，中央統計庁や保健省といった政府機関ならびに国立インドネシア大学人口研

究所において，とくに全国レベルでの人口動態統計システムの現状と今度の展望に関するヒアリング

調査と資料収集を行った．中央統計庁では，2015年に実施されたセンサス間人口調査の結果に基づい

て2018年8月に公表された新たな将来人口推計（全34州別推計を含む）の概要と手法についての説明

も受けることができた．

国立インドネシア大学人口研究所では，全国レベルでの人口動態統計が未整備な状況における人口

動態のモニタリングおよび分析手法についての意見交換と情報収集を行った．とくに近年，中央統計

庁にも採用されているDemographicandHealthSurvey（DHS）を用いて推計される合計出生率

（TFR）が過大推計である可能性が内外の研究者から指摘されていること，死亡については乳児死亡

率（IMR）や妊産婦死亡率（MMR）といった従来関心の高かった指標に加えて，中高年以上の死亡

率を正確に計測し，見通すことの重要性が増していることなどについて意見交換を行った．また，同

研究所では，1990年代初頭より継続的に実施されている世帯縦断調査であるIndonesiaFamilyLife

Survey（IFLS）を用いて筆者が分析を進めている世代間支援関係と若年人口移動の関連についての

研究発表を行う機会が与えられ，貴重なコメントと助言を得ることができた． （中川雅貴 記）

第３回出生データベースシンポジウム

（3rdHumanFertilityDatabaseSymposium）における研究報告

出生データベースプロジェクト（HumanFertilityDatabaseproject,以下,HFD）は，先進国に

おける出生力変動のパターンと要因を解明することを目的として，国際比較（及び地域比較）が可能

な質の高いデータ（コーホートと期間出生に関する出生順位別出生データ）を収集しようとするもの

である．このプロジェクトは，人口学研究における世界二大巨頭といえるドイツ・マックスプランク

研究所とオーストリア・ウィーン人口研究所によって，2007年に開始されており，既に10年以上の歴

史がある．この間，当研究所の金子隆一（前副所長）もHFDの構築に参加しており，当研究所も積

極的に国際的な知の蓄積の貢献に協力してきた．そのHFDの成果報告のためのシンポジウムが2018

年12月5日～12月7日の日程でオーストリア・ウィーンにおいて開催された．HFDプロジェクトの

成果報告のためのシンポジウムとされているが，HFD自体が出生力変動のパターンと要因の解明と

いう人口学研究において普遍的といえるテーマの探求を目的としており，これまでも2011年ドイツ・

ロストック，2016年ドイツ・ベルリンで開催されてきたシンポジウムにおいて，HFDを用いた研究

成果のみならずマクロ・出生データを用いる先進的な研究成果の報告が行われてきた．3回目の開催
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となる今回は「出生の時空間変動：データと研究の進展（FertilityacrossTimeandSpace:Data

andResearchAdvances）」が共通テーマとされ，予定された会期はわずか3日であったが，100を超

える研究報告の申込みがあったという．そして，12月5日～12月7日の会期中には，8つの口頭報告

セッション（29報告）とポスターセッション（17報告）に加えて，4つの基調講演と2つのラウンド

テーブルディスカッションが行われた．いずれにおいても，欧州地域を中心とする100名を超える出

席者の間で，活発な研究交流が行われた．

当研究所からは福田節也（企画部室長）と菅桂太（人口構造研究部室長）が参加し，それぞれ研究

報告を行った． （菅 桂太 記）

国立社会保障・人口問題研究所―韓国保健社会研究院（KIHASA）

合同セミナー

2018年12月6日，韓国保健社会研究院からの来訪者4名を招いて，合同セミナーが当研究所会議室

で開催された．筆者と曺興植（Cho,Heung-Seek）保健社会研究院長のあいさつに続き，保健社会

研究院の金泰完（Kim,Taw-Wan）研究委員が文在寅政権の厚生政策について，当研究所の遠藤久

夫所長が日本の医療制度改革・介護制度改革の現状について講演を行った．活発な討論が行われたが，

金成垣（Kim,Sung-Won）東京大学准教授が通訳をつとめて下さったのが恐縮だった．

（鈴木 透 記）

日本人口学会2018年度第１回東日本地域部会

日本人口学会2018年度第1回東日本地域部会は，2018年12月9日（日），札幌市立大学サテライト

キャンパス（札幌市）において開催された．全部で9本の発表があり（うち当研究所からは4本），

活発な討論が行われた．報告のタイトルと報告者は下に記すとおりである．

また，以下に印象に残った発表について簡単に述べる．地方創生とも関連しニーズが高まりつつあ

る市区町村別の将来の出生数，死亡数について，その算出方法について発表があった．これまでの

「日本の地域別将来推計人口」においては，推計手法上出生数および死亡数の算出が不可能であった

が，平成30年推計に関しては，推計結果を利用した出生数および死亡数の算出方法と結果について，

ワーキングペーパーやウェブジャーナルなどの形で公表予定であることが報告された．

丸山からは，データ入手が困難であるためにこれまで十分な分析を行うことが不可能であったネガ

ティブな要因が引き金となって発生する人口移動についての検討結果が報告された．井上からは，町

丁字単位での小地域将来人口推計のウェブサービスについての紹介があった．原からはドイツと日本

の出生率の推移に関する比較分析の結果から，日本の出生率の回復が今後も継続するものではないと

の見通しが紹介された．

「ベイズ型コーホートモデルによる自殺の解析」

萩原 潤・高橋はるな（宮城大）

「日本の地域別将来推計人口からみた将来の死亡数」

菅桂太・小池司朗・鎌田健司・石井太（社人研）・山内昌和（早稲田大）

「日本の地域別将来推計人口からみた将来の出生数」

……………………………………………………………………

……………………
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小池司朗・菅桂太・鎌田健司・石井太・岩澤美帆（社人研）・山内昌和（早稲田大）

「近年の出生動向と再生産水準回復の可能性：日本の場合」

原俊彦（札幌市立大）

「「全国小地域別将来人口推計システム」のデータを用いた人口密度別推計の試み」

井上孝（青山学院大）

「岩手県大槌町にみる「仮設住宅を出られない人々」に関する考察」

飯坂正弘（農研機構・中央農業研究センター）

「近年の出生動向分析～東北地方の状況について～」

佐々井司（社人研）

「非大都市圏に住む大都市圏出身者の特性」

清水昌人（社人研）

「移動経験と生きづらさとの関係に関する試験的分析

～よりそいホットラインの継続支援相談者を対象として～」 丸山洋平（札幌市立大）

（貴志匡博 記）

低出産の指標と政策に関する国際セミナー

2018年12月10～11日，韓国統計庁と国連人口基金が共催するInternationalSeminaronIndicators

andPoliciesofLowFertilityがソウル特別市のフォーシーズン・ホテルで開催され，当研究所から

は筆者と福田節也企画部室長が招聘された．2日間にわたるセミナーは，オープニングと4つのキー

ノート・スピーチ（ThomasSobotoka,SeulkiChoi,Doo-SubKim,StuartGietel-Basten），およ

び次の5つのセッションで構成された．

1.DeterminantsofLowFertility

2.LocalCityLandscapeintheEraofLowFertility(PopulationDecrease)

3.Socio-culturalDeterminantsof,andPolicyResponsestoLowFertility

4.EconomicImpactsonLowFertility

5.FutureDirectionsofLowFertilityPolicies

筆者は第5セッションの報告者として登壇し，福田室長は第1セッションの報告者に加え第5セッ

ションの討論者としても登場した．TomasSobotoka（ウィーン人口研究所），LaurentToulemon

（フランス国立人口研究所），StuartGietel-Basten（香港大学），薛承泰（国立台湾大学）ら著名な

人口学者に加え，出生促進策のセミナーに招聘されることが少ないアメリカ人が数名招かれていたの

が珍しかった． （鈴木 透 記）

ウメオ大学社会学部及び人口・高齢化研究センター合同セミナー

スウェーデン・ウメオ大学社会学部及び同大学人口・高齢化研究センターの招聘を受け，2019年1

月11日（金）に，本研究所の福田節也・企画部第2室長が「21世紀日本におけるジェンダー，政策，

家族形成（Gender,PolicyandFamilyFormationinthe21stcenturyJapan）」と題する講演を行っ

………

…………………………………………………………………………………
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……………………………………………………

……………………………………………………………………………………

……………………………………………………………………………………

………………
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た．この講演は，同室長が科学研究費助成事業「ジェンダー不公平社会からの脱却：性別役割分業と

出生についての日独蘭国際比較研究」（代表者：福田節也）等の一環として行ってきた性別役割分業

と結婚・出生ついての知見をベースにしたものであり，日本における少子化や高齢化の現状を広く周

知するとともに，ジェンダーや家族政策の先進国であるスウェーデンの研究者よりフィードバックを

得る貴重な機会となった．当日は30名を超す参加者があり，日本の人口減少，移民政策，長時間労働

などについて活発な質疑が行われた．今回の招聘にあたり，ご尽力いただいたAnnaBaranowska-

Rataj准教授に感謝申し上げたい． （福田節也 記）

国際会議「少子化に対する家族政策の有効性：韓国における

低出生への政策的含意」

2019年1月15日（火），16日（水）に，フランス・パリのOECDならびにフランス国立人口研究所

（INED）にて，韓国保健社会研究院（KIHASA）とINEDによる共同プロジェクト「出生力に対す

る家族政策の有効性についての国際比較（KIHASA-INEDprojectonInternationalComparisonof

theEffectivenessofFamilyPoliciesonFertility）」の成果報告会議が開催された．同プロジェクト

からの招聘を受け，本研究所の福田節也・企画部第2室長がこれに参加し，「東アジアにおける子ど

ものコストと出生力：日本・韓国・台湾と EU25カ国の比較」と題する報告ならびに他の研究者との

意見交換を行った．会議には，LaurentToulemon（INED），OlivierThevenon（OECD），Anne

Gauthier（NIDI），TomasSobotka（VID），ZsoltSpeder（HDI），SarahR.Brauner-Otto

（McGillUniversity），StuartGietel-Basten（HKUST），Yen-HsinAliceCheng（Academia

Sinica）（敬称略・順不同）といった一線の研究者が参加し，それぞれの見地から韓国における超低

出生力の要因と対策について論じた．日本社会と韓国社会は共通点が多いと言われるが，韓国では昨

年の合計出生率が1を下回る極端な低出生力状態が生じている．教育コスト，雇用の安定性，企業に

おける両立施策，ジェンダー及び家族観等に関する報告・議論を聞く限り，出生を巡る両国の状況は

じつはかなり異なるようでもある．韓国の超高学歴競争社会の歪みに関しては，ヨーロッパの研究者

から「社会病理としての低出生」という見方も提示されるなど興味深い議論が展開された．本プロジェ

クトは，韓国の少子化の要因と政策的含意を探るという趣旨であったが，日本の少子化を考える上で

もおおいに示唆に富むものであり，ヨーロッパの研究者とのネットワークを構築する上で大変有意義

であった．今回の招聘にあたり，ご尽力いただいたLaurentToulemon博士及びYoon-JeongShin

博士に感謝申し上げたい． （福田節也 記）
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著者 タイトル 号[通巻] 発行 掲載頁

特集：人口減少期に対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに関する総合的研究

石井太 特集によせて 1［304］ 3.25 1-2

菅桂太 市区町村別生命表作成の課題―小地域における死亡数の撹
乱的変動とベイズ推定における事前分布のパラメータを設
定する「地域」区分が平均寿命へ及ぼす影響―

1［304］ 3.25 3-28

鈴木透 地域・世帯推計の統合モデルにおける方法論的課題 1［304］ 3.25 29-41

小池司朗 新潟県内20市の人口移動分析―その1 1980～2015年の変
化の概況―

1［304］ 3.25 42-60

余田翔平・新谷由
里子

母親の就業と祖父母からの育児支援―「個体内の変動」と
「個体間の差異」の検討―

1［304］ 3.25 61-73

特集Ⅰ：長寿化・高齢化の総合的分析及びそれらが社会保障等の経済社会構造に及ぼす人口学的影響に関する
研究

石井太 特集によせて 2［305］ 6.25 97-98

大津唯・是川夕・
石井太・マルケータ
ペフホルドヴァー・
フランスメレ・ジャッ
クヴァリン

日本における長期時系列死因統計の再構築に向けて―1995
年の死亡診断書改定に伴う影響の除去―

2［305］ 6.25 99-117

林玲子 施設人口を考慮した健康寿命の動向 2［305］ 6.25 118-128

石井太 死亡の届出遅れが生命表に及ぼす影響について 2［305］ 6.25 129-142

別府志海・髙橋重
郷

傷病と主観的健康観の関係からみた健康期間の分析：2001，
2013年

2［305］ 6.25 143-163

特集Ⅱ：人口減少期に対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに関する総合的研究（その２）

石井太・小島克久・
是川夕

外国人介護労働者受入れシナリオに対応した将来人口変動
と公的年金財政シミュレーションに関する研究

2［305］ 6.25 164-184

特集Ⅰ：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の結果から―（その１）

石井太 特集によせて 3［306］ 9.25 203-204

余田翔平・岩澤美
帆

期間合計結婚出生率の趨勢とその背景―社会経済発展，ジェ
ンダーレジーム，生殖技術に着目して―

3［306］ 9.25 205-223

特集Ⅱ：人口減少期に対応した人口・世帯の動向分析と次世代将来推計システムに関する総合的研究（その3）

小池司朗 新潟県内20市の人口移動分析―その2 モビリティ変化の
分析を中心として―

3［306］ 9.25 224-241

特集：現代日本の結婚と出産―第15回出生動向基本調査の結果から―（その２）

中村真理子 世代別に見た女性の初婚移行―教育水準と男女別学校に着
目して―

4［307］ 12.25 273-292

研究論文

中川雅貴・山内昌
和・菅桂太・鎌田
健司・小池司朗

都道府県別にみた外国人の自然動態 4［307］ 12.25 293-319

資料

今井博之 新聞記事で振り返る2017年の人口問題 1［304］ 3.25 74-75
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鈴木透・小山泰代・
大泉嶺・菅桂太・
小池司朗・鎌田健
司

日本の世帯数の将来推計（全国推計） 2015（平成27）
年～2040（平成52）年 2018（平成30）年推計

1［304］ 3.25 76-86

鈴木透・小池司朗・
菅桂太・鎌田健司・
小山泰代・貴志匡
博・大泉嶺・西岡
八郎・江崎雄治・
山内昌和

日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）―平
成27（2015）～57（2045）年―

2［305］ 6.25 185-194

統計

別府志海・佐々井
司

主要国における合計特殊出生率および関連指標：1950～
2016年

3［306］ 9.25 242-249

別府志海 主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料 3［306］ 9.25 250-259

別府志海 全国人口の再生産に関する主要指標：2017年 4［307］ 12.25 320-335

別府志海・佐々井
司

都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2017年

4［307］ 12.25 336-343

別府志海・佐々井
司

都道府県別標準化人口動態率：2017年 4［307］ 12.25 344-349

書評・紹介

中村真理子 藤崎宏子・池岡義孝 編著『現代日本の家族社会学を問う―
多様化のなかの対話』

1［304］ 3.25 87

余田翔平 EventHistoryandSurvivalAnalysis,2ndEdition 2［305］ 6.25 195

中川雅貴 TonyChampion,ThomasCookeandIanShuttleworth
(eds.)InternalMigrationintheDevelopedWorld:Are
WeBecomingLessMobile?

3[306] 9.25 260

中村真理子 FumieKumagai,FamilyIssuesonMarriage,Divorce,
andOlderAdultsinJapan:withSpecialAttentionto
RegionalVariations

4[307] 12.25 350

清水昌人 AlistairHunter,RetirementHome?AgeingMigrant
WorkersinFranceandtheQuestionofReturn

4[307] 12.25 351
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